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第4次中間整理の位置付け

 第三次中間整理における内容を具体化し、再エネ特措法の抜本⾒直しに向けた議論
を⾏うために、「再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会」を設置し、エネル
ギー供給強靱化法が2020年6⽉に成⽴した。

 2020年7⽉22⽇以降、⼤量導⼊⼩委と改⾰⼩委の合同会合において、再エネ型経
済社会の創造や、再エネ⼤量導⼊に向けた諸制度の検討、エネルギー供給強靭化法
の詳細設計について議論を⾏ってきた。また、⼤量⼩委においては第６次エネルギー
基本計画の改定やエネルギーミックスの⾒直しに向けた再エネに係る議論を⾏ってきた。

 再⽣可能エネルギー政策の基本的⽅針は、既に第６次エネルギー基本計画において
記載されているものであり、本中間整理はその各論・個別施策についてまとめたものであ
る。

※本委員会の提出資料を⼀部編集して整理しているが、
他の審議会等の提出資料などはその旨明記している。
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⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性

① FIP制度の導⼊とアグリゲーションビジネスの活性化
② 「需給⼀体型」を中⼼とした分散型電源の導⼊加速化、需要家意識改⾰
③ 新たなエネルギーシステムを⽀える蓄電池の普及拡⼤
④ FIT制度の適切な運⽤
⑤ 主⼒電源化のカギを握る洋上⾵⼒の競争⼒強化
⑥ 再エネを⽀える産業基盤の整備（⾰新技術の研究開発等）

① 地域の理解・信頼を得るための事業規律の適正化
② 適時の価格による事業実施及び系統の有効活⽤を担保する仕組み



 S+3Eを⼤前提に、再エネの主⼒電源化を徹底し、再エネに最優先の原則で取り組み、国⺠負担の抑制と地域との
共⽣を図りながら最⼤限の導⼊を促す。
【具体的な取組】
 地域と共⽣する形での適地確保

→改正温対法に基づく再エネ促進区域の設定（ポジティブゾーニング）による太陽光・陸上⾵⼒の導⼊拡
⼤、再エネ海域利⽤法に基づく洋上⾵⼒の案件形成加速などに取り組む。

 事業規律の強化
→太陽光発電に特化した技術基準の着実な執⾏、⼩型電源の事故報告の強化等による安全対策強化、地

域共⽣を円滑にするための条例策定の⽀援などに取り組む。

 コスト低減・市場への統合
→FIT･FIP制度における⼊札制度の活⽤や中⻑期的な価格⽬標の設定、発電事業者が市場で⾃ら売電し

市場連動のプレミアムを受け取るFIP制度により再エネの市場への統合に取り組む。

 系統制約の克服
→連系線等の基幹系統をマスタープランにより「プッシュ型」で増強するとともに、ノンファーム型接続をローカ

ル系統まで拡⼤。再エネが⽯炭⽕⼒等より優先的に基幹系統を利⽤できるように、系統利⽤ルールの⾒直
しなどに取り組む。

 規制の合理化
→⾵⼒発電の導⼊円滑化に向けアセスの適正化、地熱の導⼊拡⼤に向け⾃然公園法・温泉法・森林法の

規制の運⽤の⾒直しなどに取り組む。

 技術開発の推進
→建物の壁⾯、強度の弱い屋根にも設置可能な次世代太陽電池の研究開発・社会実装を加速、浮体式の

要素技術開発を加速、超臨界地熱資源の活⽤に向けた⼤深度掘削技術の開発などに取り組む。 3

2030年に向けた政策対応のポイント 【再⽣可能エネルギー】
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第６次エネルギー基本計画における再エネ政策の⽅向性①

 改正温対法に基づく促進区域設定等による適地確保。
 優良農地の確保を前提に、営農が⾒込まれない荒廃農地への導⼊拡⼤。
 空港等のインフラ空間等の活⽤。
 新築⼾建住宅の6割に設備の設置を⽬指す（公共施設への最⼤限設置の徹底も含む）。
 FIT/FIPの⼊札制や中⻑期的な価格⽬標の活⽤を通じたコスト低減の取組促進。
 FIT/FIP制度を前提としない新たな導⼊モデルの推進などの環境整備。
 次世代太陽電池や関連製品の社会実装に向けた研究開発・実証事業。
 地⽅⾃治体との連携強化や廃棄等費⽤積⽴制度の運⽤等の推進。

 改正温対法に基づく促進区域設定等による適地確保。
 地域の環境特性を踏まえた効果的・効率的なアセスメントに係る制度対応の検討。
 再エネ海域利⽤法に基づく公募制度や技術開発等を通じた、コスト低減の取組の推進。
 ⽇本版セントラル⽅式を確⽴すべく、官⺠の適切な役割分担も含めた検討。
 ⻑距離直流送電線の検討など、国による「プッシュ型」の系統増強。
 ⾵⾞や浮体式等の要素技術開発を加速化し、⼀気通貫で⽀援。
 政府間の協⼒関係構築と国内外の企業連携を促し、浮体式の安全評価⼿法の国際標準化等を進める。

【太陽光発電】
これまで、再エネの主⼒として導⼊が拡⼤。分散型エネルギーシステムとして昼間のピーク需要を補い、

消費者参加型のエネルギーマネジメントの実現等に貢献するエネルギー源。

【⾵⼒発電】
⾵⾞の⼤型化、洋上⾵⼒発電の拡⼤等により、国際的に価格低下が進んでいることから、経済性も

確保できる可能性のあるエネルギー源。

各電源の現状認識と更なる導⼊拡⼤に向けた取組みは以下の通り。
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第６次エネルギー基本計画における再エネ政策の⽅向性②

 ⾃治体における勉強会の開催等を通じた地域の理解促進。
 投資リスク及びコスト低減のためのリスクマネー供給。
 探査技術の⾼度化等の掘削成功率や掘削効率の向上に資する技術開発。
 ⾃然公園を中⼼にしたJOGMECによる地熱資源調査。
 ⾃然公園法や温泉法、森林法等の規制運⽤の⾒直し。
 地熱資源を活⽤し、農林⽔産業等の産業振興に取り組む⾃治体を「地熱モデル地区」として選定・発信。

 流量調査や基本・詳細設計の作成、地元理解の促進等を⽀援。
 新規の有望地点や⽔系の情報を積極的に活⽤する枠組みの構築を検討。
 デジタル技術の活⽤などにより、効率的に貯⽔運⽤を⾏うことで、エネルギーの有効活⽤を進める。

【地熱発電】
世界第3位の地熱資源量を誇る我が国では、安定的に発電を⾏うことが可能なベースロード電源を

担うエネルギー源。発電後の熱⽔利⽤など、エネルギーの多段階利⽤も期待。

【⽔⼒発電】
純国産で、渇⽔の問題を除き、天候に左右されない優れた安定供給性を持つエネルギー源。地域共

⽣型のエネルギー源としての役割を拡⼤していくことが期待。

【バイオマス発電】
災害時のレジリエンスの向上、地域産業の活性化を通じた経済・雇⽤への波及効果が⼤きいなど、

地域分散型、地産地消型のエネルギー源として多様な価値を有するエネルギー源。
 早⽣樹や広葉樹等の燃料材に適した樹種の選定や地域に適した育成⼿法等の実証。
 持続可能性基準を満たした燃料の利⽤の推進及び適切な事業の執⾏。
 農⼭漁村再⽣可能エネルギー法等を通じ、農林漁業の健全な発展と調和のとれた導⼊を進める。
 ⼤規模な発電を中⼼に、競争を通じてコスト低減が⾒込まれるものはコスト効率的な導⼊を促す。





 ⾜下の導⼊状況や認定状況を踏まえつつ、各省の施策強化による最⼤限の新規案件形成を⾒込むことにより、
3,130億kWhの実現を⽬指す。

 その上で、2030年度の温室効果ガス46%削減に向けては、もう⼀段の施策強化等に取り組むこととし、その
施策強化等の効果が実現した場合の野⼼的なものとして、240〜410億kWh程度の追加導⼊を⾒込む。

（【】内は中⼼となって施策の検討を進める省庁）
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具体施策 導⼊⾒込容量（発電電⼒量）
＜政府として⽬標設定しているものや具体施策により、具体的な導⼊量が⾒込まれるもの（240億kWh程度）＞
① 系統増強等を通じた⾵⼒の導⼊拡⼤【経済産業省】 陸上⾵⼒︓2.0GW（40億kWh程度）

洋上⾵⼒︓2.0GW（60億kWh程度）
② 新築住宅への施策強化 【経済産業省、国⼟交通省、環境省】 太陽光︓3.5GW（40億kWh程度）
③ 地熱・⽔⼒における現⾏ミックスの達成に向けた施策強化

【各省庁】
地熱（50億kWh程度）
⽔⼒（50億kWh程度）

＜今後、官⺠が⼀体となって達成を⽬指していくもの（〜170億kWh程度）＞
④ 地域共⽣型再エネ導⼊の推進 【環境省・農林⽔産省】

※改正温対法や農山漁村再エネ法によるポジティブゾーニングや自治体の計画策定に対する支援

太陽光︓4.1GW（50億kWh程度）
※⾵⼒、地熱、⽔⼒、バイオマスも含まれうる

⑤ ⺠間企業による⾃家消費促進 【環境省】 太陽光︓10.0GW（120億kWh程度）

（参考）野⼼的⽔準の具体策

※



（５）再⽣可能エネルギーの主⼒電源への取組
再⽣可能エネルギーは、世界的には、発電コストが急速に低減し、他の電源と⽐べてもコスト競争⼒のある電源となってきており、導⼊

量が急増している。我が国においても、２０１２年７⽉のＦＩＴ制度の導⼊以降、１０％であった再⽣可能エネルギー⽐率は２０１
９年度には１８％にまで拡⼤した。導⼊容量は再⽣可能エネルギー全体で世界第６位となり、再⽣可能エネルギーの発電電⼒量の
伸びは、２０１２年以降、約３倍に増加するというペースで、欧州や世界平均を⼤きく上回る等、再⽣可能エネルギーの導⼊は着実に
進展している。特に、平地⾯積当たりの太陽光の導⼊容量は世界⼀であり、我が国は、限られた国⼟を賢く活⽤して再⽣可能エネル
ギーの導⼊を進めてきた。
今後とも、２０５０年カーボンニュートラル及び２０３０年度の温室効果ガス排出削減⽬標の実現を⽬指し、エネルギー政策の原則

であるＳ＋３Ｅを⼤前提に、電⼒部⾨の脱炭素化に向け、再⽣可能エネルギーの主⼒電源化を徹底し、再⽣可能エネルギーに最優
先の原則で取り組み、国⺠負担の抑制と地域との共⽣を図りながら最⼤限の導⼊を促す。具体的には、地域と共⽣する形での適地
確保や事業実施、コスト低減、系統制約の克服、規制の合理化、研究開発などを着実に進め、電⼒システム全体での安定供給を確
保しつつ、導⼊拡⼤を図っていく。
我が国の再⽣可能エネルギーの発電コストは、着実に低減が進んできてはいるものの、⼯事費、⽴地規制等の要因から、国際⽔準と

⽐較すると依然⾼い状況にある。また、再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤に伴い、再⽣可能エネルギー賦課⾦は２０２１年度において
既に２．７兆円に達すると想定されるなど、今後、国⺠負担を抑制しつつ導⼊拡⼤との両⽴を図っていく必要がある。このため、再⽣可
能エネルギーのコストを他の電源と⽐較して競争⼒ある⽔準まで低減させ、⾃⽴的に導⼊が進む状態を早期に実現していく。また、再⽣
可能エネルギーの⾃⽴化に向けたステップとして、電⼒市場における需給の状況に応じた⾏動を再⽣可能エネルギー発電事業者が⾃ら
取ることを促していくことも重要である。このため、再⽣可能エネルギーの早期の⾃⽴化に向けて、コスト低減や電⼒市場への統合を積
極的に進めていく。
また、ＦＩＴ制度の導⼊を契機とした再⽣可能エネルギーの急速な導⼊拡⼤に伴い、様々な事業者の参⼊が拡⼤した結果、景観や

環境への影響、将来の廃棄、安全⾯、防災⾯等に対する地域の懸念が⾼まっているという事実もある。再⽣可能エネルギーが⻑期にわ
たり安定的に発電する電源として、地域や社会に受け⼊れられるよう、地域の理解の促進や適正な事業規律の確保、安全⾯の不安
の払拭に努めていく。
さらに、再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊に向けて、再⽣可能エネルギーのポテンシャルの⼤きい地域と⼤規模消費地を結ぶ系統

容量の確保や、太陽光や⾵⼒といった⾃然変動電源の出⼒変動への対応、電源脱落等の緊急時における系統の安定性の維持と
いった系統制約の克服も⾮常に重要であり、最⼤限取り組んでいく。
こうした取組や電源別の特徴を踏まえた取組など、あらゆる取組を総動員することで、国⺠負担の抑制と地域との共⽣を図りながら、再

⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊を進めていく。なお、再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊を効果的に進めるに当たっては、それぞれ
の政策の進捗状況を把握・評価した上で、不断の⾒直しを⾏っていく。 8

（参考）第6次エネルギー基本計画（抜粋①）



（１３）２０３０年度におけるエネルギー需給の⾒通し
電⼒の需給構造については、経済成⻑や電化率の向上等による電⼒需要の増加要因が予想されるが、徹底した省エネルギー（節

電）の推進により、２０３０年度の電⼒需要は８，６４０億ｋＷｈ程度、総発電電⼒量は９，３４０億ｋＷｈ程度を⾒込む。
その上で、電⼒供給部⾨については、Ｓ＋３Ｅの原則を⼤前提に、徹底した省エネルギーの推進、再⽣可能エネルギーの最⼤限導⼊

に向けた最優先の原則での取組、安定供給を⼤前提にできる限りの化⽯電源⽐率の引下げ・⽕⼒発電の脱炭素化、原発依存度の可
能な限りの低減といった基本的な⽅針の下で取組を進める。
まず、再⽣可能エネルギーについては、⾜下の導⼊状況や認定状況を踏まえつつ、各省の施策強化による最⼤限の新規案件形成

を⾒込むことにより、３，１３０億ｋＷｈ程度の実現を⽬指す。その上で、２０３０年度の温室効果ガス４６％削減に向けては、
もう⼀段の施策強化等に取り組むこととし、その施策強化等の効果が実現した場合の野⼼的なものとして、合計３，３６０〜３，５
３０億ｋＷｈ程度の導⼊、電源構成では３６〜３８％程度を⾒込む。なお、この⽔準は、上限やキャップではない。今後、現時点で
想定できないような取組が進み、早期にこれらの⽔準に到達し、再⽣可能エネルギーの導⼊量が増える場合には、更なる⾼みを⽬指
す。その場合には、ＣＯ２排出量やコストなどを踏まえて他の電源がこの⽔準にとどまらず調整されることとなる。
再⽣可能エネルギーの導⼊拡⼤に当たっては、適地の確保や地域との共⽣、系統制約の克服、コスト低減などの課題に着実に対応

するため、関係省庁が⼀体となって取り組む。

（略）

また、経済効率性を測る指標である電⼒コスト については、コストが低下した再⽣可能エネルギーの導⼊が拡⼤し、燃料費の基となる
ＩＥＡの⾒通しどおりに化⽯燃料の価格低下が実現 すれば、前回想定した電⼒コスト（９．２〜９．５兆円）を下回る８．６〜
８．８兆円程度の⽔準を⾒込む（ＦＩＴ買取費⽤は３．７〜４．０兆円が５．８〜６．０兆円程度に上昇、燃料費は５．
３兆円が２．５兆円程度に下落、系統安定化費⽤は０．１兆円が０．３兆円程度に上昇する）。なお、徹底した省エネルギー
（節電）の推進による電⼒需要の減少により、１ｋＷｈ当たりの電⼒コストで⾒ると、前回想定した９．４〜９．７円を上回る９．
９円〜１０．２円程度を⾒込む 。

9

（参考）第6次エネルギー基本計画（抜粋②）



第６次エネルギー基本計画における再エネ政策の⽅向性についての
委員・有識者からの主な指摘

10

 全体に対して、既存政策との関係でこれまで積み上げてきた数値との重複がないような⽬標にしてほしい。

 ３省いずれの内容についても、導⼊が⼀定量可能だとして、⻑期に継続的に経済性を維持した導⼊ができ
るのか、ということがポイントとなる。⽇本全体としてどの程度の費⽤がかかるのか、ということを⼀定の積算で
⾒込みを⽰すべき。その上で、⼀定のデータを蓄積して PDCA を回すという仕組みをつくってはどうか。

 ⼿堅いエネルギー政策、安定供給を確保するという意味で、エネルギー政策の観点から、その⾒通しに関し、
数値で責任を明確にするというのは⾮常に重要。

 再エネ導⼊量の数字は、どこの省庁ということではなく、お互いに法律の枠を超えて協⼒し合わないとなかな
か実現しない数値であると思っており、是⾮、今後も経産省中⼼に、環境省、国交省、農⽔省含めて密に
連携を取ってほしい。



中間整理（第４次）アクションプラン

11

 36~38％という野⼼的な⽬標達成のための関係省庁の施策について、進捗が把握できるような
形で定期的なフォローアップを⾏うなど、ＰＤＣＡサイクルを回す。

【⇒資源エネルギー庁、関係省庁】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについては、

青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していくもの、
としている。
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① FIP制度の導⼊とアグリゲーションビジネスの活性化
② 「需給⼀体型」を中⼼とした分散型電源の導⼊加速化、需要家意識改⾰
③ 新たなエネルギーシステムを⽀える蓄電池の普及拡⼤
④ FIT制度の適切な運⽤
⑤ 主⼒電源化のカギを握る洋上⾵⼒の競争⼒強化
⑥ 再エネを⽀える産業基盤の整備（⾰新技術の研究開発等）

⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性



図出典︓2019/9/19 第１回再エネ主⼒電源化⼩委員会 資料４（抜粋）13

FIP制度の詳細設計に向けた基本的な⽅針
 FIP制度は、再エネの⾃⽴化へのステップとして、電⼒市場への統合を促しながら、投資インセンティブが確保され

るように⽀援する制度。FIP制度が、FIT制度から他電源と共通の環境下で競争する⾃⽴化までの、途中経
過に位置付けられるものであることを踏まえれば、FIP制度を構成する各要素について、FIT制度から他電源と
共通の環境下で競争するまでの途中経過に位置付けられるよう、詳細設計する。

 また、再エネをFIP制度を通じて電⼒市場への統合を進めていく趣旨からは、詳細設計に当たっては、電⼒市場
への統合が進むか、電⼒市場全体のシステムコストが低減する⽅向に働くか、といった観点が重要。こうした点を
踏まえると、FIP制度を取り巻く各要素が電⼒市場をなるべく的確に反映すべきである。同時に、再エネ電源が
まだ⾃⽴しておらず、かつ、国⺠負担を抑制しながら再エネを最⼤限導⼊していく観点からは、過度に不確実性
が⾼くならないようにすることも⼤切。さらに、利⽤しやすい制度とするためにも、詳細設計においてはシンプルに
仕上げる観点も重要。

 FIP制度の詳細設計に当たっては、これらを基本的な⽅針としながら進めていく。

Ⅱ①－1 FIP制度
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FIP制度の導⼊とアグリゲーションビジネスの活性化

（１） 交付対象区分等の決定及び⼊札を実施する
交付対象区分等の指定

（２） 基準価格及び交付期間の決定
（３） 卸電⼒取引市場の価格の参照⽅法
（４） 出⼒制御が発⽣するような時間帯におけるプレミアム
（５） 卸電⼒取引市場以外の価値の取扱い
（６） バランシングコストの取扱い
（７） 出⼒制御におけるFIP電源の取扱い
（８） 蓄電池併設の取扱い
（９） オフテイカーリスク対策（⼀時調達契約）
（１０）沖縄地域・離島等供給エリアの扱い
（１１）発電事業計画及び定期報告
（１２）アグリゲーション・ビジネスに資するFIP制度の詳細設計
（１３）市場価格⾼騰時翌年度の参照価格の取り扱い
（１４）制度開始年度における対応

 改正法に基づくFIP制度導⼊に向け、以下の論点について詳細設計を⾏ってきた。

再エネ特措法改正に係る詳細設計にて
とりまとめられた内容(2⽉26⽇)

9⽉7⽇本合同会議にてご議論いただいた内容

Ⅱ①－1 FIP制度



論点 整理の⽅向性

（１）交付対象区分等の決定及び⼊札を実
施する交付対象区分等の指定

 国内における電源毎の状況、事業環境等をふまえながら、調達価格等算定委員会の意⾒を尊重して
決定。

 FIT認定事業者が希望するのであれば、FIP制度への移⾏認定を認める⽅向（要件は論点12）。

（２）基準価格（FIP価格）及び交付期間
の決定

 新規認定︓各区分等の基準価格は、FIP制度導⼊当初は、各区分等の調達価格と同⽔準。各区
分等の交付期間は、各区分等の調達期間と同じとする⽅向。

 移⾏認定︓FIP制度への移⾏は価格変更される事業計画の変更に該当せず、基準価格は調達価格
と同⽔準。交付期間は、調達期間の残存期間とする⽅向。

（3）卸電⼒取引市場の価格の参照⽅法

 kWh価値は、卸電⼒取引市場の価格をベースに、以下のとおり参照する。
① 市場価格指標︓エリアプライスをもとに、スポット市場と時間前市場の価格を加重平均
② ⾃然変動電源の発電特性
︓各⼀般送配電事業者が公表するエリアの供給実績（電源種別、1時間値）を利⽤して、市場
価格指標の加重平均を取る。

③ 市場参照期間・市場参照時期
︓前年度年間平均市場価格＋⽉間補正価格（当年度⽉間平均市場価格－前年度⽉間平均
市場価格）により参照価格を算定。

④ プレミアムの交付頻度︓１ヶ⽉

（４）出⼒制御が発⽣するような
時間帯におけるプレミアム

 スポット市場におけるエリアプライスが0.01円/kWhになった各30分コマ・エリアを対象に、プレミアム
を交付せず、その分のプレミアムに相当する額を、上記以外の各30分コマ・同⼀エリアを対象に割り
付ける。
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FIP制度の詳細設計（２⽉２６⽇とりまとめ）

Ⅱ①－1 FIP制度



論点 取りまとめ内容

（５）卸電⼒取引市場以外の価値の取扱い
 ⾮化⽯価値取引市場、需給調整市場に参⼊可能。※需給調整市場はリクワイアメントを満たせば可。
 ⾮化⽯価値取引市場については、参照価格の算定にあたり、⾮化⽯価値相当額として、直近１年間

（４回開催分）の⾮FIT再エネ指定の市場価格オークション価格の平均を参照。

（６）バランシングコストの取扱い

 再エネ電気の供給量に応じてkWh当たり⼀律の額を交付することによって、インバランスを抑制した⽅
がコスト・メリットが出るような仕組みとする。

 バランシングコストの⽬安の⽔準として、FIT制度の特例において⼩売電気事業者がバランシングコストを
負担する仕組み（特例②）においてインバランスリスク料として交付される額を参照。

 変動電源は、「バランシングコスト⽬安」と「経過措置相当額」の合計額として2022年度は1.0円
/kWhとし、FIP制度施⾏から３年間は0.05円/kWhずつ低減、４年⽬以降は0.1円/kWhずつ
低減させることで、 「バランシングコスト⽬安」を⽬指す。

 ⾮変動電源は、FIP制度施⾏当初から、「バランシングコスト⽬安」 のみ。

（７）出⼒制御におけるFIP電源の取扱い
 出⼒制御は、FIP制度の下でもFIT制度と同様の義務が適⽤される。
 FIP制度の下で新規連系する事業者・FIT制度からFIP制度に移⾏する事業者にもオンライン化を

義務づける。

（８）蓄電池併設の取扱い

 蓄電池に認定発電設備に係る再エネ電気のみが充電されることが担保される構造になっていれば、蓄
電池に充電された当該電気が供給されたときにはプレミアムの交付対象とする。

 蓄電池への充電後の再エネ電気に対して出⼒制御を指⽰することとし、出⼒制御時に蓄電池に充電
された場合も出⼒制御を実施されたものとみなす。

 2022年度以降に新規にFIT認定またはFIP認定を取得する太陽光発電に限り、FIP制度の下で、
太陽光発電設備のパワコンより太陽光パネル側に蓄電池を新増設する場合についても、事後的な蓄
電池の併設（※）を、基準価格の変更なしに認める。（論点12参照）

※ FIP制度の下で、太陽光発電設備のパワコンより太陽光パネル側に蓄電池を新増設し、かつ、蓄電池に
充電した電気を逆潮させる際に区分計量してFIP外で売電できないものを指す。 20

FIP制度の詳細設計（２⽉２６⽇とりまとめ）
Ⅱ①－1 FIP制度
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論点 取りまとめ内容

（９）オフテイカーリスク対策（⼀時調達契
約）

 利⽤可能な対象︓1,000kW未満の電源、または、資産要件（現⾏では純資産額1,000万円以
上）を満たさず、卸電⼒取引市場での取引ができない者に限る。

 利⽤可能な条件︓①の電気供給先が、②の認定事業者の責めに帰することができない事情に該当
する場合等
＜①電気供給先＞

電気事業法上の a）⼩売電気事業者、b）特定卸供給事業者（2022年４⽉施⾏）、c）⽇
本卸電⼒取引所（JEPX）取引会員、もしくは、d）再エネ特措法上の認定発電設備を⽤いて発
電した電気を、認定事業者等から調達し、⼩売電気事業者、特定卸供給事業者、または、JEPX
取引会員に供給する者が、

＜②認定事業者の責めに帰することができない事情＞
ⅰ）破産、ⅱ）事業廃⽌、ⅲ）契約破棄、もしくは、ⅳ）当該電気を特定の需要家に供給する

契約を締結している場合に当該需要家が、破産、事業廃⽌、契約破棄に該当する場合。
 ⼀時調達価格︓基準価格の80%／利⽤可能な期間︓連続最⻑12ヶ⽉
 供給または使⽤︓⼀時調達契約により電気を調達する電気事業者は、FIT送配電買取における電気

の供給または使⽤のうち、再⽣可能エネルギー特定卸供給以外の⽅法（卸電⼒市場取引、再⽣可
能エネルギー任意卸供給、または、使⽤）によって、電気を供給または使⽤。

（１０）離島・沖縄地域の扱い

 沖縄地域・離島供給エリアにおいては、他の地域では新規認定でFIP制度のみ認められる対象につ
いても、少なくともFIP制度開始当初においては、FIT送配電買取を引き続き適⽤できる。

 離島等供給エリアが変更になる場合には以下のとおり。
⁃ FIP認定設備が所在する地域が新たに離島等供給エリアに追加された場合、FIT送配電買

取への移⾏を認める。
⁃ FIP制度開始以降、上記に基づきFIT送配電買取を適⽤した場合において、当該FIT認定設

備が所在する地域が離島等供給エリアから除外された場合、離島等供給エリアでFIT送配電
買取の認定を取得した事業についてはFIP制度への移⾏を義務的には求めない。

FIP制度の詳細設計（２⽉２６⽇とりまとめ）
Ⅱ①－1 FIP制度
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論点 取りまとめ内容

（１１）発電事業計画及び定期報告

 FIP制度の適⽤を受けるための発電事業計画については、電気の取引⽅法（卸電⼒取引市場で⾃ら
取引、⼩売電気事業者へ卸供給等）や需給管理の⽅法（⾃ら実施、⼩売電気事業者に委託
等）等について記載を求める。

 定期報告において、年間発電量や年間売電量に加え、電気の取引⽅法別に、年間売電量の提出を
求めるなどし、再⽣可能エネルギーの電⼒市場への統合に向けた動向を捕捉する。

（１２）再エネのアグリゲーションを促すための
課題

 FIT認定事業者が希望するのであれば、FIP制度への移⾏認定を認める⽅向（論点２再掲）。
 FIP電源については、FIP電源以外の⼀般電源や他のリソースと⼀緒の発電BGを組成することを認

める⽅向で体制及びシステムの整備を進める。
 バランシングコストについて、変動電源は、「バランシングコスト⽬安」と「経過措置相当額」の合計額とし

て2022年度は1.0円/kWhとし、FIP制度施⾏から３年間は0.05円/kWhずつ低減、４年⽬以
降は0.1円/kWhずつ低減させることで、 「バランシングコスト⽬安」を⽬指す（論点６再掲）。

 なお、FIT制度からFIP制度へ移⾏するための認定要件として以下を満たすことが必要。

⁃ 供給しようとする電気の取引⽅法が定まっていること。
⁃ 当該事業者が、系統連系先の⼀般送配電事業者が定める系統連系技術要件におけるサイ

バーセキュリティに係る要件を遵守する事業者であること。
 2022年度以降にFIT認定を受けた事業がFIP制度に移⾏する場合には、蓄電池の事後的併設

（※）は価格変更事由に該当しない。
※ FIP制度の下で、太陽光発電設備のパワコンより太陽光パネル側に蓄電池を新増設し、かつ、蓄電池に

充電した電気を逆潮させる際に区分計量してFIP外で売電できないものを指す。

FIP制度の詳細設計（２⽉２６⽇とりまとめ）
Ⅱ①－1 FIP制度
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論点 取りまとめ内容

（１３）市場価格⾼騰時翌年度の参照価
格の取り扱い

 「前年度市場平均価格＋⽉間補正（当該⽉の⽉平均－前年度同⽉の⽉平均）」の算出⽅法で
参照価格が負の値になるときは、⾮化⽯取引市場の収益を加えて0円/kWhを超える場合を除き、
市場参照価格を「0円/kWh」とみなす。（ただしバランシングコストについては外数として扱う）

（１４）制度開始年度における対応
 初年度（2022年度）については、その制度開始に伴う事業者の事業予⾒性を⾼める観点から、プレ

ミアムの算定に⽤いる2021年度の卸売市場価格については本年9⽉1⽇時点のTOCOM先物価格
（太陽光︓⽇中ロード、その他︓ベースロードを東⻄エリア別で採⽤）を上限として設定する。

FIP制度の詳細設計（９⽉７⽇の審議）
Ⅱ①－1 FIP制度







アグリゲーションビジネスにかかる課題・要望への対応状況
 第13回ERAB検討会で整理された課題・要望のうち、多くは⼀定の進捗があるものの、未対応の課

題・要望について引き続き関係機関等と連携し検討を進めていく。

市場 課題・要望 対応状況
需給調整市場 【三次①②】①需要家リスト・パターンの多様化

②商品ブロック時間の多様化
③事前審査要件の緩和

①当初予定の10パターンから20パターンに拡⼤
②三次②の運⽤状況等を踏まえ今後検討
③ 〃

【⼀次・⼆次①②】①蓄電池等のDSR・DERの参加
②DSR・DERと中給との接続⽅法の整理

①参加できるように広域機関で要件整理中
②⼀次はオフライン枠（詳細検討中）、⼆次は専⽤線接続

【その他】①⾼圧逆潮流アグリの参⼊
②低圧リソースの参⼊

①2023年度以降の参⼊を⽬指し検討中
②今年度実証において事前審査・アセスメント⽅法等も

含めて検証を予定
容量市場 発動指令電源へのアグリ参⼊の推進 アグリゲーターによる落札実績あり

発動指令電源の調達上限の拡⼤（2025年度向け）
調整⼒公募 逆潮流アグリゲーションの参⼊ 電源Ⅰʼにて2022年度から逆潮流アグリ参加可能
卸電⼒市場 再エネアグリゲーションの推進 今年度実証において再エネアグリの技術実証等を予定
⾮化⽯価値 アグリゲーションされたFIP⾮化⽯価値の取扱い整理 FIP⾮化⽯価値（⾮FIT⾮化⽯証書）をアグリゲーターが

取り扱えるかどうかについて、今年度中に整理予定
その他 ①アグリライセンス要件

②FIP電源と他電源の同⼀BG組成の許容
③FITからFIPへの移⾏の許容
④⼤規模蓄電事業の位置づけ
⑤機器個別計量の適⽤拡⼤

①規模要件やセキュリティ等の要件を整理済み（構築⼩委）
②同⼀BG組成を許容と整理済み（⼤量⼩委）
③FITからFIPへの移⾏を許容と整理済み（⼤量⼩委）
④位置づけ等整理を開始（電ガ基本政策⼩委等）
⑤特定計量の要件は整理済み（特定計量委員会） 26

出所）2021年7⽉14⽇
第16回ERAB検討会 資料1（⼀部編集）

Ⅱ①－2 アグリゲーション



コンソーシアムリーダー コンソーシアム参加事業者
出光興産 ソーラーフロンティア、⽇産⾃動⾞
アークエルテクノロジーズ エコワークス
メディオテック －
エフィシエント リフェコ
MCリテールエナジー SBエナジー、REXEV、⽇産⾃動⾞、三菱オートリース、三菱⾃動⾞⼯業 27

2021年度のアグリゲーション実証の概要等
 2021年度は、①再エネアグリゲーション実証（3コンソ、リソース計2GW程度）、②DERアグリゲーション実証

（2コンソ、リソース計60MW程度）、③ダイナミックプライシング実証（5コンソ、EV計570台程度）の3つの
実証を実施している。 ※リソース量の数値はいずれも当初予定

①再エネアグリゲーション実証（再エネや蓄電池等を束ねたインバランス回避や収益性向上等を実証）
コンソーシアムリーダー コンソーシアム参加事業者

エナリス 東邦ガス、MULユーティリティイノベーション、⾃然電⼒、電源開発、国際航業、⼾⽥建設、ENEOS、横浜環境デザイン、JREオペレーション
ズ、レノバ、東急不動産、会津電⼒、シェルジャパン、東芝三菱電機産業システム、アドバンテック、ハンファQセルズジャパン

東芝ネクストクラフトベルケ 東芝エネルギーシステムズ、ENEOS、ジャパン・リニューアブル・エナジー、JREトレーディング、⽇本電気、アーバンエナジー、ウェストホールディン
グス、中国電⼒、コスモエコパワー、ユーラスエナジーホールディングス、関⻄電⼒、九州電⼒、東京電⼒エナジーパートナー、東北電⼒、⽇本
気象協会、⽇本⼯営、北海道電⼒、北陸電⼒、エネルギア・ソリューション・アンド・サービス、エフィシエント、First・Solar・Japan、三井住友
海上⽕災保険、出光興産、関電エネルギーソリューション、東急不動産、豊⽥通商、ユーラスグリーンエナジー

SBエナジー メディオテック、SBパワー、エネマン、エフィシエント

②DERアグリゲーション実証（多数の分散型リソースを統合制御し調整⼒等として供出する技術等を実証）
コンソーシアムリーダー コンソーシアム参加事業者

エナリス KDDI、東邦ガス、⾃然電⼒、ナンワエナジー、スマートテック、Sassor、NTTスマイルエナジー、REXEV、三菱重⼯エンジン＆ターボチャージャ、
京セラ、Looop、⼤阪ガス、⽇揮ホールディングス、サニックス、エフィシエント

関⻄電⼒ 住友電気⼯業、パナソニック、エネマン、四国電⼒、シャープ、ダイヘン、東京ガス、⽇⽴グローバルライフソリューションズ、北陸電⼒、三菱商事、
横河ソリューションサービス、出光興産、京セラ、エフィシエント

③ダイナミックプライシング実証（卸電⼒市場価格等に連動した電気料⾦により電動⾞の充電ピークシフトを誘導する実証）

Ⅱ①－2 アグリゲーション





FIP制度/アグリゲーションビジネスの詳細検討に当たっての
委員・有識者からの主な指摘①
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（総論）

 詳細設計はこれまで検討した内容を過不⾜無くまとめていただいており、異論無い。

 制度の運⽤にあたっては、FIT制度において状況の変化に応じ必要な改正を⾏ってきたことを踏まえ、必要な
データの収集やモニタリングを⾏い、事業者の予⾒性に⼗分配慮しつつ、制度をファインチューニングしていくとい
うことが必要。

 今後の FIP 制度の活⽤を促す観点からも、事業者や⾦融機関にヒアリングや丁寧な説明をしてほしい。

（FIP制度の詳細設計）

 市場参照期間を1ヶ⽉とする当初提⽰の事務局案は、需要期にプレミアムを少なくし、不需要期にプレミアム
を多くするものであり、合理的な提案ではないため賛成しかねる。FIP制度の市場参照期間について、例えば
1年とし、参照年の⽉平均市場価格と実年の当該⽉平均市場価格の差分をプレミアムの額に調整する仕組
みにすれば、1ヶ⽉毎の精算が可能であり、かつ、春にプレミアムが⾼くて夏にプレミアムが低いという状態をなく
することができるのではないか。

 出⼒制御発⽣時のプレミアムについて、市場価格はシグナルであるべき。市場価格が0円になるときの発電は
追加的な価値が全くないということであり、プレミアム交付は間違ったメッセージとなる。

 これまでの再エネの⼤量導⼊の議論においては、資⾦確保を制度的に担保してほしいという意味で「予⾒可
能性」という⾔葉が使われてきた。⼀⽅、今回のFIP制度のバランシングコストに関する⾦融機関へのヒアリング
では、経過措置の⾒通しがあり、発電事業者の予測能⼒やアグリゲーターの登場によってバランシングを担うこ
とができるかがファイナンスの判断になる、とこれまでとは異なるスタンスで制度の予⾒可能性を捉えており、適
切かつ重要なポイントである。



FIP制度/アグリゲーションビジネスの詳細検討に当たっての
委員・有識者からの主な指摘②
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（市場価格⾼騰時翌年度の参照価格の取り扱い）

 ものすごいプレミアムが発⽣しても、翌年度ぎりぎり参照価格がゼロになるまでプレミアム発⽣までは許容するとい
うもの。前の年に儲かるということがあり、投資の後押しをする⼀部を失ったと⾔うことでしかない。

 今後の FIP 制度の活⽤を促す観点からも、事業者や⾦融機関にヒアリングや丁寧な説明をしてほしい。

（アグリゲーションビジネスの活性化について）

 アグリゲーションビジネスをFIP電源と併せて検討するのはいい⽅向。またアグリゲーションビジネスを成功させるた
めには分散型リソースを制御し、卸電⼒取引市場で取引ができる環境整備を充実させることが重要。

 アグリゲーターなどバランシングをしっかり担うプレイヤーの登場は今後⾦融機関がファイナンスを判断するため⾮
常に⼤事。



9⽉7⽇合同会議を踏まえたFIP制度についての事業者・⾦融機関の意⾒
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 FIPの新規案件については、⽀援期間中の収益⾒通しやリスクが事業者と⾦融機関の間で、共
有できることが重要であるが、こうした市場変動などの⾒通しの⽴て⽅が難しい。

 FITのように収⼊がずっと固定価格での買い取りならば、⽉々の収⼊が⼀定のため、キャッシュフ
ローが計算しやすく最⼤限⽀援できる借⼊⾦の計算が容易。⼀⽅、FIPは⽉間収⼊にばらつきが
⽣じるため、キャッシュフローが読めないのが根本的な難しさ。このため、融資側としてはFITより保
守的な⽴場に⽴つ必要があるため、融資判断が慎重になってくる。

 FIP制度は事業者の創意⼯夫によって期待収益が増える可能性はあるが、ボラティリティが増える
ことも事実。アグリゲーターの育成などリスクをとって、アップサイドをとるような主体の育成や、エクイ
ティ投資などの呼び込みが重要。

 FIT制度からの切り替えを検討する上ではFIP制度になることによって収益が⾼まっていくことを説
明できることが必要。FIP制度に移る際のアップサイドをどう説明するかが重要。

 再エネ⼤量導⼊のためにFIP制度についても市場設計や価格動向などを踏まえて、継続的に議
論を⾏い必要に応じてファインチューニングを検討してほしい。
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費⽤負担調整業務の移管に向けて

 2022年4⽉からのエネルギー供給強靭化法の施⾏に伴い、これまで低炭素投資促進
機構(GIO)が⾏ってきた費⽤負担調整業務については、電⼒広域的運営推進機関
（推進機関）が実施することとなる。

 費⽤負担調整業務をはじめとするFIT/FIP制度は、再エネ主⼒電源化の実現のために
不可⽋であり、制度の移⾏期においても費⽤負担調整業務を切れ⽬無く執⾏していく
ことが重要。

 このため、電⼒広域的運営推進機関においては、低炭素投資促進機構が作成する移
⾏計画に基づき、FIT/FIP制度や費⽤負担調整業務の円滑な承継に特段の配慮
を⾏うことが必要。

 また推進機関は、今後の費⽤負担調整業務の実施に当たっては、再エネ賦課⾦が国
⺠負担の上に成り⽴っている制度であることに鑑み、効率的かつ透明性のある業務の
実施を⾏っていくことが必要。



中間整理（第４次）アクションプラン
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 本⼩委員会にてとりまとめられたFIP制度の詳細設計を踏まえて、2022年度4⽉1⽇のFIP制度
開始に向け、速やかに関係省令等整備を進める。
【➡資源エネルギー庁 （2021年内）】

 2022年度以降のFIP 制度の対象となる区分等（交付対象区分等）、その対象区分等のうち
FIP 価格（基準価格）に関する⼊札を実施する区分等、基準価格及び交付期間について調
達価格算定委員会で議論を⾏う。
【➡調達価格等算定委員会】

 FIP 制度の活⽤を促す観点から、必要な情報発信のあり⽅を含め、再エネ事業者や⾦融機関
などの関係事業者と丁寧なコミュニケーションを⾏う。またアグリゲーション・ビジネス等の新しいビジネ
スモデルについて実証事業を通じた技術開発⽀援や周知等を⾏い、必要に応じて適切な措置を
検討する。
【➡資源エネルギー庁】

 2022年度の強靱化法施⾏の伴う費⽤負担調整業務等の円滑な移管を進める。
【➡資源エネルギー庁、低炭素投資促進機構、電⼒広域的運営推進機関】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについては、

青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していくもの、
としている。
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① FIP制度の導⼊とアグリゲーションビジネスの活性化
② 「需給⼀体型」を中⼼とした分散型電源の導⼊加速化、需要家意識改⾰
③ 新たなエネルギーシステムを⽀える蓄電池の普及拡⼤
④ FIT制度の適切な運⽤
⑤ 主⼒電源化のカギを握る洋上⾵⼒の競争⼒強化
⑥ 再エネを⽀える産業基盤の整備（⾰新技術の研究開発等）

⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性









脱炭素社会に向けた住宅・建築物における省エネ対策等のあり⽅・進め⽅の概要
２．2050年カーボンニュートラルの実現に向けた取組の進め方

Ⅰ．家庭・業務部門（住宅・建築物における省エネ対策の強化） Ⅱ．エネルギー転換部門（再生可能エネルギーの導入拡大）

① 省エネ性能の底上げ（ボトムアップ）
・ 住宅を含む省エネ基準への適合義務化〈 2025年度 〉
・ 断熱施工に関する実地訓練を含む未習熟な事業者の技術力向上の支援
・ 新築に対する支援措置について省エネ基準適合の要件化

（②の取組を経て）
・ 義務化が先行している大規模建築物から省エネ基準を段階的に引き上げ
・ 遅くとも2030年までに、誘導基準への適合率が８割を超えた時点で、義務化

された省エネ基準をＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネ性能（※）に引き上げ
※ 住宅：強化外皮基準＋一次エネルギー消費量▲20%

建築物：用途に応じ、一次エネルギー消費量▲30%又は40%（小規模は20％）

②省エネ性能のボリュームゾーンのレベルアップ
・ 建築物省エネ法に基づく誘導基準や長期優良住宅、低炭素建築物等の認

定基準をＺＥＨ・ＺＥＢ基準の水準の省エネ性能に引き上げ、整合させる
・ 国・地方自治体等の新築建築物・住宅について誘導基準の原則化
・ ＺＥＨ、ZEB等に対する支援を継続・充実
・ 住宅トップランナー制度の充実・強化（分譲マンションの追加、トップランナー基

準をＺＥＨ相当の省エネ性能に引き上げ）

③より高い省エネ性能を実現するトップアップの取組
・ ＺＥＨ＋やLCCM住宅などの取組の促進
・ 住宅性能表示制度の上位等級として多段階の断熱性能を設定

④機器・建材トップランナー制度の強化等による機器・建材の性能向上

⑤省エネ性能表示の取組
・ 新築住宅・建築物の販売・賃貸の広告等における省エネ性能表示の義務付

けを目指し、既存ストックは表示・情報提供方法を検討・試行

⑥既存ストック対策としての省エネ改修のあり方・進め方
・ 国・地方自治体等の建築物・住宅の計画的な省エネ改修の促進
・ 耐震改修と合わせた省エネ改修の促進や建替えの誘導
・ 窓改修や部分断熱改修等の省エネ改修の促進
・ 地方自治体と連携した省エネ改修に対する支援を継続・拡充 等

太陽光発電や太陽熱・地中熱の利用、バイオマスの活用など、地域の実情に応
じた再生可能エネルギーや未利用エネルギーの利用拡大を図ることが重要

①太陽光発電の活用
• 太陽光発電設備の設置については、その設置義務化に対する課題の指摘も

あったが、導入拡大の必要性については共通認識

• 将来における太陽光発電設備の設置義務化も選択肢の一つとしてあらゆる手

段を検討し、その設置促進のための取組を進める

・ 国や地方自治体の率先した取組（新築における標準化等）

・ 関係省庁・関係業界が連携した適切な情報発信・周知、再生可能エネル

ギー利用設備の設置に関する建築主への情報伝達の仕組みの構築

・ ＺＥＨ・ＺＥＢ等への補助の継続・充実、特にＺＥＨ等への融資・税制の支援

・ 低炭素建築物の認定基準の見直し（再エネ導入ＺＥＨ・ＺＥＢの要件化）

・ 消費者や事業主が安心できるＰＰＡモデルの定着

・ 脱炭素先行地域づくり等への支援によるモデル地域の実現。そうした取組状

況も踏まえ、地域・立地条件の差異等を勘案しつつ、制度的な対応のあり方

も含め必要な対応を検討

・ 技術開発と蓄電池も含めた一層の低コスト化

②その他の再生可能エネルギー・未利用エネルギーの活用や面的な取組
・ 給湯消費エネルギーの低減が期待される太陽熱利用設備等の利用拡大
・ 複数棟の住宅・建築物による電気・熱エネルギーの面的な利用・融通等の取

組の促進
・ 変動型再生可能エネルギーの増加に対応した系統の安定維持等の対策

Ⅲ．吸収源対策（木材の利用拡大）

・ 木造建築物等に関する建築基準の更なる合理化

・ 公共建築物における率先した木造化・木質化の取組

・ 民間の非住宅建築物や中高層住宅における木造化の推進

・ 木材の安定的な確保の実現に向けた体制整備の推進に対する支援

・ 地域材活用の炭素削減効果を評価可能なＬＣＣＭ住宅・建築物の普及拡大

Ⅱ② 分散電源導⼊ 脱炭素社会に向けた住宅・建築物の省エネ対策
等のあり⽅検討会(2021年8⽉)より
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再エネ発電事業者による需要家への直接供給（再エネ賦課⾦の論点）
 再エネ特措法上、再エネの買取に要する費⽤については、電⼒の需要家全体で公平に負担す

る観点から、需要家が使⽤した電気に対してその使⽤量に応じた負担を求める仕組みとして、
「⼩売電気事業者から電気の使⽤者に対して供給された電気」に対して賦課⾦を徴収することと
規定しているところ、⾃家消費や⾃⼰託送により使⽤された電気は、これに該当しないため、現⾏
制度では賦課⾦を徴収する対象となっていない。

 このため、今般「密接な関係を有する他者」の定義を広げPPA等の普及を進めていくと、⾃⼰託送
により賦課⾦の徴収対象外となる電気を使⽤する者が増加し、その分他の電気の使⽤者の負
担が増えてしまうこととなる。

 FIT・FIP制度に頼らない⾮FIT再エネを促進していくことは、国⺠負担を軽減しつつ再エネの
導⼊拡⼤に資するものとして評価できる⼀⽅で、固定価格買取制度の趣旨や買取期間が20年
等であり、制度開始当初の買取価格が⾼く国⺠負担の⼤きな再エネの買取りが継続していること
を踏まえると、需要家が電気の供給を受けるという点には差異がないにも関わらず、ある需要家
は賦課⾦を負担し、別の需要家は賦課⾦を逃れる、というような不公平な状態を⽣じさせるよ
うなことは避けるべき。

 そのため、まずは、現⾏制度の下で、再エネ発電事業者による需要家への直接供給の取組みを
進めつつ、前述のようなデータ把握の仕組みを通じて、こうした新たな形態による取引の広がりや
実態、ニーズを把握しつつ、必要に応じ、賦課⾦の負担の在り⽅については、関係審議会で検
討していく。
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Ⅱ② 分散電源導⼊











「需給⼀体型」の分散型エネルギーモデルの導⼊加速化についての
委員・有識者からの主な意⾒・指摘

47

（総論）

 ぜひ進めていただきたい。これは2050年、カーボンニュートラルを具体的に実現していくためのグリーン成⻑戦略の中でも重点分野に⼊っているものが１つ
ならず複数関わる分野だと思う。

（ZEH）

 トップランナー⽅式、数年後を⾒通した⼀定の基準の設定等によって⾏動変化を促すような施策をぜひ検討してほしい。

（オフサイト型コーポレートPPA）

 オフサイト型のコーポレートＰＰＡで、直接発電事業者と需要家の契約の可能性についても検討してほしい。

 ⾮化⽯証書へのアクセスも意識して取り組んでほしい。

 企業からの買電を前提としている今般の他社融通のスキームを⾃⼰託送と整理することは違和感がある。

 詳細検討に際しては求める要件や負担の在り⽅について、既存の⾃⼰託送のスキームと分けて考える必要があるのではないか。

（地域マイクログリッド）

 地域のエネルギー事業者が⼤変重要であるというふうに書かれているが、ぜひ再エネに熱⼼に取り組む事業者に対して、配慮をいただきたい。

 電⼒に関しては、マイクログリッドという⾔葉⾃体があたかも価値を持つような捉え⽅をされているような気がする。何となくスマートで格好いいというのはある
が、実際はそれだけでは価値は出ない。ということは、費⽤が賄えないということになる。レジリエンスだけでは平均的なローカルエリアでは、ほとんどの場合、
費⽤を賄えないということもあるので、⽬的をはっきりさせて実施するということをどうやったらちゃんとできるのかということを、まず考えていただきたい。

 マイクログリッドは⾃然災害が多い⽇本において、停電が⻑引いても信頼性の⾼い電⼒供給を⾏うことができるメリットがあるので、ぜひ積極的に⽀援策を
進めていただきたい。



中間整理（第４次）アクションプラン
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（家庭）
 ＺＥＨの更なる普及拡⼤
蓄電池・V2H設備、燃料電池等を活⽤するＺＥＨモデルの実証を進め、住宅購⼊・新築時にZEHという選択が⼀般的になる

ような施策として、住宅の省エネ基準について、遅くとも2030年までにZEH相当の⽔準に引き上げるとともに、住宅屋根への導⼊
拡⼤（2030年新築⼾建６割⽬標）やPPAモデルの定着などに各省連携して取り組む。

【➡資源エネルギー庁 ２０２１年度に公募・採択済】
【➡国⼟交通省・資源エネルギー庁 住宅の省エネ基準⾒直しに向け検討】

（企業／公的機関）
 中⼩企業等に対するエネルギー利⽤最適化⽀援
省エネ設備更新・運⽤改善に加え、デジタル化や⾃家消費⽤の再エネ設備の導⼊などの提案を通じ、中⼩企業等の取組の後

押し。
【➡資源エネルギー庁 ２０２１年度に公募・採択済】

 需要家による再エネの直接調達⼿段についての検討
需要家が遠隔地等から再エネ電気を直接調達することを可能とする⽅向性で課題を整理し、必要な環境整備を検討。
【➡資源エネルギー庁 ⾃⼰託送制度⾒直しに向けパブコメ中（10⽉中）。パブコメ後⾒直し後の制度開始⾒込み。】
【➡資源エネルギー庁 ⾮FIT/⾮⾃⼰託送の導⼊に向けた環境整備（2022年度予算要求中）】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについて

は、青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していく
もの、としている。



中間整理（第４次）アクションプラン
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（地域）
 地域マイクログリッド
災害時だけでなく、平時においても分散型電源を活⽤して、収益性の確保や需給調整等による系統混

雑の緩和に寄与できる配電事業への移⾏を進めていく。
【➡資源エネルギー庁 ２０２１年度末に、地域マイクログリッドが２件構築完了予定】

（地域共⽣型再⽣可能エネルギー事業顕彰）
制度検討委員会を踏まえて公募開始。顕彰を受けた事業は、次年度以降事務局で都度進捗を確認

し、フォローアップを実施する。
【➡資源エネルギー庁 ２０２１年度に公募を２回実施】

（分野横断）
 分散型エネルギープラットフォーム
令和３年度においても、地域・⼤⼝需要・家庭といった切り⼝で課題の抽出や今後の⽅向性について整

理を⾏うため、意⾒交換会を実施する。
【➡資源エネルギー庁・環境省 ２０２１年度に事業実施予定】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについて

は、青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していく
もの、としている。
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① FIP制度の導⼊とアグリゲーションビジネスの活性化
② 「需給⼀体型」を中⼼とした分散型電源の導⼊加速化、需要家意識改⾰
③ 新たなエネルギーシステムを⽀える蓄電池の普及拡⼤
④ FIT制度の適切な運⽤
⑤ 主⼒電源化のカギを握る洋上⾵⼒の競争⼒強化
⑥ 再エネを⽀える産業基盤の整備（⾰新技術の研究開発等）

⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性



 定置⽤蓄電システムは、ピークカット等従来の⽤途に加えて、2050年カーボンニュートラルの実
現に向けて、再エネの普及が拡⼤する中で、脱炭素の調整⼒として重要である。

 近年、卒FIT家庭⽤太陽光発電システムの出現とレジリエンスの関⼼の⾼まりを受け、家庭⽤
が牽引する形で、国内の定置⽤蓄電システムの市場は拡⼤傾向にある。

 他⽅、これまで継続的に導⼊⽀援等を通じて価格低下は⾒られるものの、⾃⽴的普及拡⼤の
ためには、⼀層の価格低減等の取組が必要。

 以上を踏まえ、定置⽤蓄電システム普及拡⼤検討会において、事業環境や市場の現状を把
握し、課題と対応策の網羅的な整理を⾏った。

 上記検討会での検討結果を報告するとともに、今後の対応策について、ご議論いただいた。

定置⽤蓄電システムの普及拡⼤に向けた取組について
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Ⅱ③ 蓄電池の普及拡⼤



定置⽤蓄電システムの普及拡⼤に向けた課題⼀覧
 事業者のヒアリング、蓄電システム普及拡⼤検討会における議論を踏まえると、普及拡⼤に向け

た課題は、⾼いシステム価格と価値が⼗分に活⽤できていない点に⼤別できるのではないか。
課題１．⾼い製造費

① 現状の市場規模では、製造原価を下げる余地が⼩さい
② 市場成⻑性の予⾒可能性が低いため、新規投資に踏み切れない
③ ⾞載⽤リユースバッテリーを定置転⽤する際、評価⽅法がない

課題２．⾼い流通費
① 系統連系の申請⼿続きの対応に時間を要することがある
② 導⼊する意義の認知度が低く、訪問販売等による説得商品となっている

課題３．⾼い⼯事費
① ⼯事費やEPC費⽤を低減する動機が少ない
② 施⼯⽅法の合理化が進まない

課題４．製品の性能特性が正しく評価されていない
① 寿命・劣化、蓄電容量等の製品評価が統⼀されていない

課題５．活⽤できる機会が限定的、幅広い製品の市場投⼊ができない
① 多様な蓄電システムの活⽤⽅法を⾒越した販売戦略が限定的
② 電⼒取引市場等のルールの予⾒可能性が低く、事業検討ができない
③ 系統直付け蓄電システムを活⽤した事業が実施できるか、不明確

⾼いシステム
価格

価値の未活⽤
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Ⅱ③ 蓄電池の普及拡⼤





新たなエネルギーシステムを⽀える蓄電池の普及拡⼤についての
委員・有識者からの主な意⾒・指摘
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（総論）
 ぜひ進めていただきたい。再エネのさらなる導⼊拡⼤に向け、蓄電池の導⼊加速は不可⽋なものであり、蓄電池システムの価

格低減に向けた取り組みに加え、家庭・業務産業⽤分野の活⽤機会拡⼤はもとより系統への調整⼒等の提供が期待される
⼤型系統⽤蓄電池導⼊に向けた各種環境整備を⾏って頂き、さらなる蓄電池システムの需要創出に向けた検討等を⾏って
頂ききたい。

（JET認証の拡充や系統連系⼿続きの改善）
 蓄電池の導⼊拡⼤に向け、系統連系⼿続きにおけるJET認証のさらなる効率化やサイバーセキュリティに関する議論を⾏って

頂きたい。

（蓄電池の価値の最⼤化（活⽤機会の拡⼤） ）
 蓄電池の有効活⽤については事務局整理の通りであるが、様々な⽤途に使え系統側の事情に合わせて活⽤していけるような

仕組みが必要であると考える。

 導⼊拡⼤に向け需要家側の設置された⼤型蓄電池の託送料⾦の軽減措置等環境整備が必要と考える

 系統⽤蓄電池事業に向け、電気事業法上における蓄電事業の位置づけ等事務局側で整理頂いた課題をもとに速やかに環
境整備を頂きたい。また蓄電池の価値を評価する各種市場の環境整備を⾏って頂きたい。

 系統⽤蓄電池事業における系統費⽤負担に関し、今後の発電側課⾦やレベニューキャップ導⼊を加味し需要側・発電側で
どのように負担すべきかの整理が必要。



中間整理（第４次）アクションプラン
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 供給側の取組として、サプライチェーン対策のための国内投資促進事業費補助⾦や、カーボンニュートラ
ルに向けた投資促進税制などを最⼤限活⽤し、蓄電池の製造コスト等の低減を図るとともに、更なるコ
スト低減に資する⽅策の検討を⾏う（供給側の取組）。

【➡資源エネルギー庁】
 需要側の取組として、実証等を通じ、蓄電システムにおいて、各種市場（卸電⼒市場、容量市場、需

給調整市場）での活⽤に向けたノウハウの蓄積を⾏うとともに、両輪で市場整備・連系⼿続き合理化
の検討等を引き続き⾏うことで、蓄電池の導⼊促進を通じた、コストの低減を図る。
【➡資源エネルギー庁】

 系統⽤蓄電池についても、その特性（瞬動性、出⼒の双⽅向性等）を活かし、 再エネのインバランス
回避や調整⼒の提供等を通じ、再エネ主⼒電源化にも資するため、 その実現のために、蓄電事業者
の位置付けの明確化など必要な要件等について検討を進める。
【 ➡資源エネルギー庁】

 また、使⽤者が蓄電池を選定する際に、⽐較検討を容易にするような、性能指標やラベル等の各JIS
化や、その普及拡⼤等に関し、業界団体等と緊密に連携し、引き続き着実に関連の取組を⾏う。

【➡資源エネルギー庁】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについて

は、青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していく
もの、としている。
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① FIP制度の導⼊とアグリゲーションビジネスの活性化
② 「需給⼀体型」を中⼼とした分散型電源の導⼊加速化、需要家意識改⾰
③ 新たなエネルギーシステムを⽀える蓄電池の普及拡⼤
④ FIT制度の適切な運⽤
⑤ 主⼒電源化のカギを握る洋上⾵⼒の競争⼒強化
⑥ 再エネを⽀える産業基盤の整備（⾰新技術の研究開発等）

⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性
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FIT制度の適切な運⽤
 FIT制度を適切に運⽤するために、2020年度以降に本合同会議にて議論されてきた

内容は下記の通り。
④-1.  回避可能費⽤に係る激変緩和措置の取扱い

④-2.  再エネ予測誤差に対応するための調整⼒確保費⽤

④-3.  市場⾼騰を踏まえたFIT制度上の制度的対応

④-4.  FIT⾮化⽯証書のトラッキング化について

④-5.  発電側課⾦の調整措置

Ⅱ④-1 回避可能費⽤の激変緩和措置







回避可能費⽤に係る激変緩和措置の取扱い
 ⼩売全⾯⾃由化の下では、回避可能費⽤は市場価格連動とすることが原則。そのた

め、激変緩和措置は、速やかに終了することが基本⽅針であり、導⼊時の審議会にお
ける議論や法令上の規定などの経緯を踏まえ、以下の観点から検証したところ、措置を
存続すべき合理的根拠はなく終了が妥当と考えられる。

（１）激変緩和措置の終了時期に係る予⾒可能性
 激変緩和措置は、導⼊当初から５年後の2020年度末までの措置とされており、終了につい

て⼗分予⾒可能であったと考えられる。また、措置期間中に⼩売電気事業者は、回避可能費
⽤の⾒直しに伴う採算性の変動分を電気料⾦に反映させる機会が⼗分にあったと考えられ
る。

（２）卸電⼒取引市場の状況（⼩売の販売電⼒の調達状況や取引価格の⽔準）
 新電⼒の販売電⼒量について、卸電⼒取引市場を通じた電⼒調達の割合は増加傾向にあ

り、市場価格連動とすることは合理的である。

 卸電⼒取引市場の売買取引の価格は、近年低下傾向を⽰しており、回避可能費⽤単価につ
いて、激変緩和措置⽔準と市場価格連動の⽔準の差が縮⼩している。

 上記を踏まえ、激変緩和措置について2020年度末に予定通り終了し、2021年度
以降は市場価格連動に移⾏することとした。
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再エネ予測誤差に対応するための調整⼒確保費⽤
 FITインバランス特例（※）によって、⼀般送配電事業者がバランシングの主体となるケースにお

いては、⼀般送配電事業者がFIT電源の発電出⼒の予測を⾏うタイミング（実需給の前々⽇〜
前⽇）が、ゲートクローズ（１時間前）よりも早いことから、その間に発⽣する予測誤差に対応す
る調整⼒を追加的に確保する必要が⽣じているものと考えられる。当該調整⼒確保費⽤につい
ては、インバランスリスク料に勘案されておらず、託送原価にも計上されていないため、⼀般送配電
事業者の負担となっていた。

 上記の課題について、これまで本委員会で議論を⾏っており、中間整理（第２次）において、
「⼀般送配電事業者による再エネ予測誤差の削減について広域機関が適正に監視・確認する仕
組みとした上で、なお⽣じざる得ない相応の予測誤差とその調整⼒の確保にかかる費⽤が残る
場合には、予測誤差を削減し確保するべき調整⼒を減らすインセンティブが働くようにしつつ、そ
の調整⼒の確保にかかる費⽤をFIT交付⾦により負担する仕組みを構築する」ことと整理されて
いた。

 そのため、FIT制度に起因する再エネ予測誤差に対応するための調整⼒の確保費⽤について、予
測誤差削減の取組がなされていることを確認し、2021年度以降の負担へのFIT交付⾦活⽤の
あり⽅と、具体的な交付⾦額算出の考え⽅について、御議論頂いた。

※FIT制度においては、再エネの普及拡⼤を図るため、発電に関する計画値同時同量制度に基づくバランシングの主体を、再エネ発電
事業者ではなく、買取事業者である⼩売電気事業者⼜は⼀般送配電事業者に代⾏させる特例制度（FITインバランス特例）を
設け、再エネ発電事業者に対するインセンティブを⾼めている。

Ⅱ④-2 調整⼒確保費⽤





FIT交付⾦の活⽤に係る基本的考え⽅
 FIT交付⾦の活⽤を検討するにあたり、国⺠負担によるものであることに鑑み、インバランスリスク料の考え⽅と同様

に、確保費⽤を⾃動的に全て補填する仕組みではなく、予測誤差を削減し、確保する調整⼒を減らすインセン
ティブが働く仕組みとする必要がある。

 具体的なインセンティブの仕組みとして、各エリアのFIT設備あたりのΔkW確保率※について、
①全エリア共通で設定される「達成⽬標」の到達状況

②エリア毎の過去実績と⽐較した改善率
を評価して、エリア毎の調整係数を設定した。その際、評価基準や調整係数の値については、需給調整市場の
実績を踏まえて⾏うこととした。

 具体的な交付の⽅法としては、各エリアの調整⼒確保費⽤の実績に調整係数を乗じて算出した交付⾦を充てる
べき額（交付⾦額⽔準）から、再エネ予測誤差に係るエリア毎の交付額単価（１キロワット時あたり）を設定
し、FIT交付⾦に当該単価を上乗せして、変動電源（太陽光・⾵⼒） ※の買取電⼒量の実績に応じて、⽀払
うこととした。

 なお、今回FIT交付⾦の対象とする再エネ予測誤差に対応する調整⼒の確保費⽤は、FIT電源のインバランス特
例によって追加的に⽣じるものであり、⾮FIT再エネ電源や卒FIT電源、FIP電源においては⽣じないものである
ことから、今後、再エネ電源の⾃⽴化の進展に伴い、減少していくものである。

※ 電気供給が安定的な⾮変動電源（⽔⼒・地熱・バイオマス）については、FITインバランス特例による予測誤差
及び調整⼒確保費⽤の発⽣は限定的と考えられるため、FIT交付⾦による補填は⾏わないこととする。

※ ΔkＷ確保率 ＝ ΔkW確保量（ΔkW・h）÷ FIT設備量（kW）

Ⅱ④-2 調整⼒確保費⽤
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市場⾼騰を踏まえたFIT制度上の制度的対応

 2020年度冬期の市場価格⾼騰を踏まえ、FIT制度において、国⺠負担の抑制の観点
から、以下の点について検討を⾏った。

論点１．2022年４⽉までに、市場価格⾼騰等の影響により、⻑期的に買取費⽤を
市場価格が上回った場合の買取義務者（送配電買取、⼩売買取双⽅）に
⽣じる収⽀余剰の取扱い

論点２．2020年度冬期の市場価格⾼騰により⽣じた収⽀余剰の取扱い

論点３．⼩売買取において、FIT制度の運⽤上認められている、⼩売買取事業者
による選択的な、調達価格での⾮FIT再エネ買取りの取扱い

※ なお、送配電買取の形態の⼀つであるFIT特定卸供給においては、卸料⾦がスポット市場価格と定められて
いるところ。特定卸供給における料⾦請求は、検針⽇単位で１か⽉ごとに請求されるものであるため、市場価
格⾼騰の影響により、⼩売事業者には、⾼額なキャッシュアウトが発⽣しかねない状況。そのため、需要家へ
の影響を緩和し、安定した電⼒供給を受けられようにするため、送配電事業者の協⼒を得て、FIT特定卸
供給に係る⼩売電気事業者の料⾦の⽀払いに係る、猶予措置を講じることとした。
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論点１．2022年４⽉までに、市場価格⾼騰等の影響により、
⻑期的に買取費⽤を市場価格が上回った場合の買取義務者
（送配電買取、⼩売買取双⽅）に⽣じる収⽀余剰の取扱い

 2022年4⽉以降は、買取義務の履⾏により⽣じた収⽀余剰について、返還を求め、賦課⾦軽
減に充てる制度が措置される。他⽅で、今般の事象を踏まえると、それまでの間についても、市場価
格が買取費⽤を上回り、１ヶ⽉の通算で買取義務者に収⽀余剰が⽣じた場合の取扱いを決め
ておく必要がある。

 この点、①市場価格が安いときは、不⾜分は賦課⾦で補填し、国⺠が負担していること、②そもそ
も１ヶ⽉のネット処理により収⽀余剰が⽣じない範囲においては、市場価格が買取費⽤を上回った
分は、賦課⾦額の軽減に充てられていること、を踏まえると１ヶ⽉の通算をしてもなお、収⽀余剰が
⽣じる場合の余剰分は賦課⾦の軽減に充て、国⺠に還元するのが制度趣旨からして妥当。

 具体的⼿法としては、①余剰分の納付を義務付ける⽅法、②今後の不⾜分の交付において、今
回の余剰分を相殺する⽅法が考えられるが、現⾏法上の規定を踏まえ、翌⽉以降の交付⾦⽀
払において、相当額を相殺することとした。

※ 上記の制度変更にあたり、合わせて、⼩売事業者の電源調達の⾃由を担保する観点から、⼩売買取の⼩売事業者が、⾃ら
希望した場合に、送配電買取へ円滑に移⾏することができるよう、契約変更等の実務への影響を⼗分踏まえつつ、必要な措
置を検討する。

※ これらの措置を踏まえ、2022年4⽉からの余剰納付制度においても１ヶ⽉単位の納付とすることとした。
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論点２．2020年度冬期の市場価格⾼騰により⽣じた収⽀余剰の取扱い

68

 市場価格⾼騰により⽣じている収⽀余剰について、論点１の整理も踏まえつつ、遡及的
な取扱いを検討を⾏った。

 この点、送配電買取の収⽀余剰については、①FIT制度が再エネの利⽤促進を広く国⺠
負担で⽀える制度であることに鑑みれば、国⺠に還元することが適当であること、②中⽴
的な送配電会社が、買取義務の履⾏により⽣じる想定外の利益を⼿にすべきではないこ
とを踏まえれば、遡及対応の必要性と妥当性が認められることから、緊急対応として、
遡及的に⽣じた収⽀余剰相当額を賦課⾦の軽減に充て、国⺠に還元する仕組みとした。

 具体的には、論点１の整理と同様に、現⾏法の規定も踏まえ、今後の不⾜分の交付において、今
回の余剰分を相殺する⽅法により、「交付」の規定の中で⼿当てする⽅向で、省令改正の詳細設
計を⾏った。すなわち、送配電買取の2020年12⽉〜2021年１⽉買取分について⽣じた余剰分
について、省令改正後の不⾜分の交付額算定に際して、余剰分相当額を控除していくこととした。

 なお、⼩売買取に関しては、遡及は⾏わず現⾏の規定のとおりとした。

Ⅱ④-3 市場⾼騰への対応



論点３．⼩売買取において運⽤上認められている、⼩売買取事業者
による選択的な調達価格での⾮FIT再エネ買取りの取扱い①

 現状、⼩売買取の対象となっているFIT電気について、⼩売電気事業者には、特定契約に基づ
く買取義務の履⾏とは別に、買い取ったFIT電気について、交付⾦申請を⾏うかどうかについて選
択可能となっている。その際、交付⾦申請を⾏わなかった買取分については、⾮FIT電気として表
⽰することが認められている。

 これは、再エネ電気の表⽰に係るニーズに応え、賦課⾦の補填が可能なFIT電気について、あえ
て、賦課⾦によらず⾃ら買取費⽤と回避可能費⽤の差分を負担するという場合を想定して、認
められているものである。

 他⽅で、今後もこれを認め続けた場合、市場価格が⾼騰した時に、市場価格と買取価格を⽐較
して、⼩売電気事業者が、その⽉の分の交付⾦申請を⾏わず、論点１で整理した翌⽉以降の
交付⾦との相殺を免れることが可能になる。

 これは、再エネ表⽰について本ルールを設けた趣旨に反するのみならず、今後、再エネのコストダウ
ンも相まって、市場価格と買取価格の逆転も想定される中で、国⺠負担への影響が懸念される。
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論点３．⼩売買取において運⽤上認められている、⼩売買取事業者
による選択的な調達価格での⾮FIT再エネ買取りの取扱い②

 そのため、今後は、原則、⼩売買取事業者による選択的な交付⾦申請は認めないこととし、買取
電⼒についてはすべて交付⾦申請させることとした。

 なお、例外的運⽤として、継続的に買取量の⼀部を交付⾦申請しないことを希望する場合には、
その期間及び交付⾦申請割合を費⽤負担調整機関に対して申請させることとし、申請内容が
妥当であれば、⼀定期間、変更をしないことを前提に、交付⾦申請しないことを認めることとした。

※ 本件のニーズが「再エネ表⽰」に係るものであること、市場価格変動への回避への悪⽤を防ぐ必要があること等を踏まえると、⼀定期間については
１年間とし、１年間経過後には、改めて届出を⾏うこととした。

※ なお、届け出た交付⾦申請割合を維持できなくなった場合にも、⼩売買取から送配電買取に移⾏すること等が可能。
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昨冬の需給ひっ迫に備えたこれまでの対応

 昨冬の市場価格⾼騰を踏まえ、2021年2⽉16⽇の本会合において、FIT制度上の対応をご議
論頂いたところ。これまでの交付⾦⽀払において、１ヶ⽉の通算で、買取総額を回避可能費⽤が
上回り、収⽀余剰が⽣じた場合に還元させる規定はなかったが、今後は翌⽉以降の交付⾦⽀
払において、相当額を相殺することをご議論いただき、その後パブリックコメントを経て、 2021年4
⽉20⽇に関連省令が公布された。また、FIT特定卸供給への⽀払い猶予措置についてもご報告
させていただいた。

 その後、電⼒・ガス基本政策⼩委員会において、昨冬の需給ひっ迫と市場価格⾼騰の事象概要
や要因分析を⾏うとともに、今回の事象の評価・制度上の課題を抽出した上で、今後の対策パッ
ケージについて整理を⾏い、2021年6⽉に中間取りまとめを公表した。

 2021年4⽉には、電⼒広域的運営推進機関が2021年度電⼒需給⾒通しの結果を公表し、
夏・冬いずれも例年よりも厳しい⾒通しが⽰されたところ。これを受けて、６⽉下旬に昨冬の需給
ひっ迫と市場価格⾼騰の議論も踏まえ、⼩売電気事業者及び地域新電⼒を対象とした勉強会
をそれぞれ実施した。
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FIT⾮化⽯証書のトラッキング化について
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 FIT⾮化⽯証書にトラッキング情報を付与するためには、FIT発電事業者の同意をあらかじめ得
ることが条件となっており、トラッキング情報が付与された証書の割合は、全体の１〜２％に留
まっていた。そのため、FIT電気の持つ環境価値については、原則、発電事業者の同意を経ずにト
ラッキング情報を証書に付与する⽅向で検討を⾏った。

 上記の達成のため具体的には次の４つの論点についてご議論頂いた。

① 電源に関する属性情報の開⽰について、特に発電事業者が個⼈の場合における個⼈情報
の特定に繋がらないような⼀定の配慮の必要性

② トラッキング情報を付与されたFIT⾮化⽯証書が、発電事業者の望まない事業者に割り当て
される懸念（レピュテーションリスク）に対する対処

③ 市場を介さず電源を特定したFIT電気の取引の場合（⼩売買取、特定卸供給）における
電源情報とトラッキング情報の⼀致（優先割当て）の必要性

④ トラッキング情報付与の効率的な実施

Ⅱ④-4 証書のトラッキング化



FIT⾮化⽯証書のトラッキング化について
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① 電源に関する属性情報の開⽰について、特に発電事業者が個⼈の場合における個⼈情報
の特定に繋がらないような⼀定の配慮の必要性

⇒発電設備の出⼒が20kW未満の太陽光発電設備に係るFIT⾮化⽯証書へのトラッキング情報の付与にあたっては、個
⼈の特定に繋がりうる情報（発電設備名や設置者、設備の所在地の詳細（地番以下））は、属性情報から除外する
こととした。

② トラッキング情報を付与されたFIT⾮化⽯証書が、発電事業者の望まない事業者に割り当
てされる懸念（レピュテーションリスク）に対する対処

⇒トラッキング先の具体的な発電設備名、設置者名について、⼩売電気事業者や需要家が対外的に公表する場合に
は、発電事業者の同意が必要とした。

③ 市場を介さず電源を特定したFIT電気の取引の場合（⼩売買取、特定卸供給）における
電源情報とトラッキング情報の⼀致（優先割当て）の必要性

⇒市場を介さず電源を特定したFIT電気の取引（再エネ卸供給、⼩売買取）については、電気の属性情報と証書のト
ラッキング情報が⼀致するように優先的に証書を割り当てる仕組みとした。

④ トラッキング情報付与の効率的な実施

⇒全量トラッキングに際しては、追加的に⽣じる事務コストが最⼩化されるよう、簡易なシステム連携による、機械的かつ効
率的なトラッキング情報の付与がなされるようにすべきとした。

Ⅱ④-4 証書のトラッキング化
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新規認定案件における具体的な調整措置の⽅向性
 新規認定案件については、これまでの本委員会での検討を踏まえ、以下の⽅向で調達価格等算

定委員会において議論いただくことを本委員会から要請することとし、詳細な⽔準や取扱いについて
は調達価格等算定委員会で議論していただくこととする。

①新規認定案件は、発電側課⾦により発電事業者の費⽤負担が増えることを踏まえ、発電側課
⾦を「事業が効率的に実施する場合に通常要すると認められる費⽤」として扱うことにより調整措
置を講じる。

②その際、調達価格や⼊札の上限価格が全国⼤で設定されてきていることから、エリア別ではなく全
国平均での発電側課⾦の上昇分を想定し、調整措置の⽔準を設定する。なお、発電側課⾦の
上昇分の想定に当たっては、発電側課⾦での割引制度が意図する系統利⽤の効率化を促進す
る効果が発揮されるよう、割引制度の適⽤は考慮しないこととする。
※発電設備の⽴地地点に応じて発電側課⾦の割引制度の適⽤額も異なるため、案件によっては課⾦額が全国平均での

発電側課⾦の上昇分を下回ることもあり得る。

Ⅱ④-5 発電側課⾦の調整措置



 既認定案件（⼩売買取）への調整措置については、これまでの検討を踏まえると、①⼩売転嫁(0.5円kWh)を
通じた調整を前提としつつ、②⼩売転嫁後なお残る負担分についての調整措置のあり⽅について、⼤きく３つのパ
ターンが考えられる。（※Bについては他の組み合わせ⽅も考えられうる。）
A）負担分全額⽔準を賦課⾦で調整
B）負担の⼀部(0.25円/kWh)*を賦課⾦で調整し、残りを再エネ発電事業者が負担

※0.25円/kWhは、最もkWh単価が⾼い太陽光における⼩売転嫁後に残る負担⽔準（約0.5円/kWh）
の半額に相当

C）負担分全額を再エネ発電事業者が負担
 既認定案件については、これまでの本委員会の議論の中でも、調達価格の算定において

①制度上の追加的な利潤配慮がなされているもの（利潤配慮期間内の事業⽤太陽光）
②利潤配慮がなされていないもの（利潤配慮期間外の事業⽤太陽光、それ以外の電源）
に分別して検討がなされてきた。

 これまでの検討において、②利潤配慮がなされていないものについては、調整措置を講じる⽅向で議論されてい
ることを踏まえると、論理的に、①利潤配慮がなされているものについては上記のA〜Cの３パターン、 ②利潤
配慮がなされていないものについては、AとBの２パターンが考えられる。

 なお、検討にあたっては、過去累積の平均的な設備利⽤率を想定する。（結果として、個別の発電所によって
実際の負担⽔準や調整状況は異なりうることの留意が必要。）
※第31回の本委員会にて事務局から提⽰した過去累積の平均的な設備利⽤率:事業⽤太陽光︓14.2％、⾵⼒︓21.7％、

地熱︓52.8％、中⼩⽔⼒︓60％、バイオマス68.1％
※洋上⾵⼒の取扱いを含め、詳細な区分や調整措置の⽔準については、調達価格等算定委員会における議論を経て、最終的

に決定される。
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既認定案件における具体的な調整措置の⽅向性
Ⅱ④-5 発電側課⾦の調整措置





FIT制度の適切な運⽤に当たっての委員・有識者からの主な指摘①

80

（回避可能費⽤に係る激変緩和措置の取扱い）

 激変緩和措置を終了させる事務局提案に異論ない。

（再エネ予測誤差に対応するための調整⼒確保費⽤）

 （調整⼒確保に）必要な210億円をどうやって払うかということの外で、それ⾃体を改善できないかを考えてほしい。

 予備⼒がぎりぎりのものなのかどうなのかという精査をしっかりしてほしい。

（市場⾼騰を踏まえたFIT制度上の制度的対応）

 市場価格が買取り価格を上回り余剰が⽣じるような場合については、当然ながら需要家の賦課⾦負担の低減に充てるべき。

 遡及措置というのは説明可能な最⼩限の範囲にするということが適当。

（FIT⾮化⽯証書のトラッキング化について）

 ＦＩＴで認定を受けた電源に関して、個⼈情報保護の観点はもちろん留意するとしても、基本的には情報について公開をす
るという原則の下で対応すべき。

 市場で調達する需要家にとって⼤きな負担にならない⽅法をとってほしい。



FIT制度の適切な運⽤に当たっての委員・有識者からの主な指摘②

81

（発電側課⾦の調整措置）

 発電側課⾦は重要だが、制度導⼊によって既認定案件に事後的な負担が⽣じることは極めて慎重に検討すべきではないか。

 発電側課⾦は、公平な託送料⾦負担の実現をはじめとする電⼒システム全体の改⾰のために導⼊されるものであり、賦課⾦による調
整措置は当然の前提ではない。こうした点をあらためて認識し、議論の出発点とする必要がある。

 発電側課⾦は既認定案件への遡及的適⽤となるため、国や制度の信頼という意味で賦課⾦を使うことはやむを得ないのではないか。

 基本的に今後導⼊される再エネに対して賦課⾦を投じるべきであり、既設のものに再度賦課⾦を投じるべきか、あらためて⼗分考えてい
ただきたい。

 既認定案件について、賦課⾦による調整措置の対象を狭めていく必要があるという観点に賛成である。利潤配慮がなされているものに
賦課⾦を投じることに賛成しかねる。

 送配電買取の場合は⼩売転嫁相当分を賦課⾦で補てんとなると、その補てん分は⼩売電気事業者から転嫁されず、どこかにレントが
⽣じていることになる。調整措置の検討・運⽤に際して、予期しない事象、特に⼩売間の競争を歪める結果が⽣じないように留意する
必要があるのではないか。



中間整理（第４次）アクションプラン
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（回避可能費⽤に係る激変緩和措置の取扱い）
 当初予定通り2020年度末に激変緩和措置を終了する。

【 ➡資源エネルギー庁】
（再エネ予測誤差に対応するための調整⼒確保費⽤）
 国⺠負担とのバランスを踏まえ、インセンティブ設計を組み込んで、2021年度から制度を開始す

る。
【 ➡資源エネルギー庁】

（市場⾼騰を踏まえたFIT制度上の制度的対応）

 収⽀余剰相当額を賦課⾦の軽減に充て、国⺠に還元する。

【➡資源エネルギー庁、⼀般送配電事業者】

 ⼩売買取事業者による選択的なFIT交付⾦申請は認めない運⽤に変更する。

【 ➡資源エネルギー庁】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについて

は、青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していく
もの、としている。



中間整理（第４次）アクションプラン
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（FIT⾮化⽯証書のトラッキング化について）
 再エネ価値取引市場の導⼊に向け、FIT証書のトラッキング情報を整理する。

【➡資源エネルギー庁】
（発電側課⾦の調整措置）
 発電側課⾦については円滑な導⼊に向けて、導⼊の要否を含めて引き続き検討を進め

る。
– 新規認定案件については、発電側課⾦が導⼊される場合には「事業が効率的に実施する場

合に通常要すると認められる費⽤」として扱う⽅向とし、詳細設計については、調達価格等算
定委員会で議論を⾏う。

【➡調達価格等算定委員会（発電側課⾦の導⼊までに）】
– 既認定案件に対する調整措置の検討に当たっては調整の在り⽅やその必要性について発電

側課⾦にかかる議論と整合的な検討を必要に応じて⾏う。

【➡資源エネルギー庁】
※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについて

は、青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していく
もの、としている。
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① FIP制度の導⼊とアグリゲーションビジネスの活性化
② 「需給⼀体型」を中⼼とした分散型電源の導⼊加速化、需要家意識改⾰
③ 新たなエネルギーシステムを⽀える蓄電池の普及拡⼤
④ FIT制度の適切な運⽤
⑤ 主⼒電源化のカギを握る洋上⾵⼒の競争⼒強化
⑥ 再エネを⽀える産業基盤の整備（⾰新技術の研究開発等）

⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性



主⼒電源化のカギを握る洋上⾵⼒の競争⼒強化

１．「洋上⾵⼒の産業競争⼒強化に向けた官⺠協議会」を通じた
「洋上⾵⼒産業ビジョン（第１次）」の策定（2021/1/13）
※「洋上⾵⼒の産業競争⼒強化に向けた官⺠協議会」の議論内容を報告

２．再エネ海域利⽤法の施⾏等の状況（2021/4/7）
※「総合資源エネルギー調査会省エネルギー・新エネルギー分科会再⽣可能エネルギー⼤量導⼊・

次世代電⼒ネットワーク⼩委員会洋上⾵⼒促進ワーキンググループ」の議論内容を報告

３．「技術開発ロードマップ」による技術開発要素の特定と
グリーンイノベーション基⾦「洋上⾵⼒発電の低コスト化プロジェクト」(2021/9/7)
※「洋上⾵⼒の産業競争⼒強化に向けた官⺠協議会 作業部会」及び「産業構造審議会

グリーンイノベーションプロジェクト部会 グリーン電⼒の普及促進分野ワーキンググループ」の議論内容を報告

 主⼒電源化のカギを握る洋上⾵⼒の競争⼒強化について、2020年度以降に本合同
会議で報告した内容は以下のとおり。

Ⅱ⑤洋上⾵⼒の競争⼒強化

85













91

３．洋上⾵⼒の産業競争⼒強化に向けた技術開発ロードマップ（2021年4⽉）
 技術成熟度が⽐較的⾼い調査開発・着床式基礎製造・設置の技術開発は短期集中的に実施し、早期の低コスト化を⽬

指す。

 技術成熟度が⽐較的低いが、サプライチェーン構築に不可⽋な⾵⾞や、中・⻑期的に拡⼤の⾒込まれる浮体式等について
の要素技術開発を加速化。⾵⾞・浮体・ケーブル等の⼀体設計を⾏った実海域での実証を2025年前後に⾏うことにより、
商⽤化に繋げる。

区
分 分野 短期（2025年前後を⽬標） 中・⻑期（2030年前後を⽬標）

共
通

①調査開発
（⾵況観測・配置最適化等）

⽇本の気象・海象に対応した⾵況観測⼿法やウェイク及び発電
量予測モデルの⾼度化等で発電量予測を⾼度化する。

②⾵⾞
（⾵⾞設計・ブレード・
ナセル部品・タワー等）

グローバルメーカーと協働しつつ、⽇本・アジア市場向けの洋上⾵⾞要素技術（⾵⾞仕様の最適化、浮体搭載⾵⾞の
最適設計、次世代⾵⾞要素技術開発、低⾵速域向けブレード等）を開発し、設備利⽤率の向上及び
⾵⾞の⾼品質⼤量⽣産技術の確⽴によりコストを低減する。

着
床

③着床式基礎製造
（モノパイル・ジャケット等）

欧州で確⽴した基礎構造を、⽇本・アジアの地質・気候・施⼯環
境等に最適化し、信頼性と低コスト化を実現する。（複雑な地
質・厳しい気象海象条件に対応した基礎構造、タワー・基礎接
合技術の⾼度化、基礎構造⽤鋼材の⾼強度化、低コスト施⼯
技術の開発、洗掘防⽌⼯の⾼度化等）

④着床式設置
（輸送・施⼯等）

浮
体

⑤浮体式基礎製造
（浮体・係留索・アンカー等） 浮体基礎の最適化、係留システムの最適化、浮体の量産化、ハイブリッド係留システム等の要素技術開発を進め、

⾵⾞・ケーブル等との⼀体設計を⾏う。
設置についても低コスト施⼯技術の開発等により低コスト化を図る。⑥浮体式設置

（輸送・施⼯等）

共
通

⑦電気システム
（海底ケーブル、
洋上変電所等）

⽇本の技術の強みを活かした⾼電圧送電ケーブルや、浮体式で必要となる⾼電圧ダイナミックケーブル、
浮体式洋上変電所、次世代洋上直流送電技術等の開発によりコストを低減する。

⑧運転保守
（O&M）

コストの35%程度を占めるメンテナンスを運転保守及び修理技術の開発、デジタル技術による予防保全・メンテナンス⾼度化、
監視及び点検技術の⾼度化、落雷故障⾃動判別システムの開発等によりコストを低減する。

Ⅱ⑤洋上⾵⼒の競争⼒強化





洋上⾵⼒の競争⼒強化に当たっての委員・有識者からの主な指摘
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（総論）

 洋上⾵⼒の導⼊について、産業界からの期待も⼤きいと認識。国が導⼊⽬標やスケジュールを⽰し、事業リスクを低減させるこ
とが必要。

 洋上⾵⼒の官⺠協議会が設⽴され、導⼊拡⼤と産業競争⼒強化が議論されていることを受け、今後の成果を期待。他⽅、
設備利⽤率の観点等から、必ずしも欧州並みのコスト⽔準になるとは限らず、国⺠負担の増⼤に繋がらないように管理する必
要がある。経済合理性が⾒いだせない場合は、事業計画を廃⽌するなど、適時⾒直していくべきではないか。

 洋上⾵⼒の導⼊により、関連産業への波及効果も期待できる。イギリスの事例を参考に、国内調達率など KPI を設定するこ
とも⼀案ではないか。太陽光の事例も参考にしつつ、進めてほしい。

 洋上⾵⼒の保守管理について、技術者の⼈材不⾜が懸念。海外から技術者を呼ぶと、復旧が⻑期化するおそれがある。事
業計画地毎に⼈材育成を進めることが必要ではないか。

 洋上⾵⼒について、着床式と浮体式では世界的な導⼊状況が⼤きく異なる。⾮効率な制度設計とならないよう、区別して議
論する必要がある。

（技術開発）

 コスト低減⾯で海外に並ぶ、国内でのサプライチェーンの構築が必要。将来的に、効率的・安定的な国内⾵⾞産業の育成を
お願いしたい。



中間整理（第４次）アクションプラン
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 「洋上⾵⼒産業ビジョン（第１次）」に基づく産業競争⼒強化に向けた各種取組の着
実な実施。
【➡洋上⾵⼒の産業競争⼒強化に向けた官⺠協議会】

 2030年10GW、2040年30~45GWの実現のため再エネ海域利⽤法に基づく区域
指定と公募の着実な実施。
【➡資源エネルギー庁・国⼟交通省】

 案件形成を加速化のため、初期段階から政府が関与し、より迅速・効率的に⾵況等の
調査、適時に系統確保等を⾏う仕組み(⽇本版セントラル⽅式)の確⽴に向けて、実証
事業の成果も活⽤しつつ、官⺠の役割分担や担い⼿等の議論を深化。
【➡資源エネルギー庁・関係省庁 （2022年度中）】

 グリーンイノベーション基⾦等を活⽤した技術開発の推進。
【➡資源エネルギー庁】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについては、

青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していくもの、
としている。
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① FIP制度の導⼊とアグリゲーションビジネスの活性化
② 「需給⼀体型」を中⼼とした分散型電源の導⼊加速化、需要家意識改⾰
③ 新たなエネルギーシステムを⽀える蓄電池の普及拡⼤
④ FIT制度の適切な運⽤
⑤ 主⼒電源化のカギを握る洋上⾵⼒の競争⼒強化
⑥ 再エネを⽀える産業基盤の整備（⾰新技術の研究開発等）

⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性



再エネを⽀える産業基盤の整備（⾰新技術の研究開発等）

 再エネを⽀える産業基盤の具体的な整備について、2020年度以降に本合同会議で
報告した内容は以下のとおり。
– グリーンイノベーション基⾦事業について
– 次世代太陽光電池の開発
– 洋上⾵⼒発電の低コスト化
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Ⅱ⑥再エネを⽀える産業基盤の整備
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（参考）ペロブスカイト太陽電池の特徴と課題
 ペロブスカイト太陽電池は、既存の太陽電池に⽐べ

① 少ない製造⼯程で製造が可能（製造コスト↓）※製造技術においても⾼度な塗布技術を持つ⽇本に優位性あり

② プラスチック等の軽量基板の利⽤が容易であり軽量性や柔軟性を確保しやすい。
③ 主要な材料であるヨウ素の⽣産量は、⽇本が世界シェア30%を占めている。
といった特徴を有し、シリコン系太陽電池に対して⾼い競争⼒が期待される。

 加えて、将来的にシリコン系、化合物系などの異なる太陽電池との組合せる技術（タンデム化）
の進展により、シリコン太陽電池を⼤きく越える性能の実現が期待されている。

 他⽅、現状では、寿命が短い（耐久性が低い）、⼤⾯積化が困難、更なる変換効率の向上な
どの課題がある。

軽量・柔軟なペロブスカイト太陽電池⼀例

国内では、変換効率24.9%の達成が報告されている。
（シリコンの世界最⾼効率は26.7%)

※NEDO報告書より

ペロブスカイト太陽電池（実験室サイズ）
の超⼩⾯積セルサイズの例

出典）NEDO/ 東芝

Ⅱ⑥再エネを⽀える産業基盤の整備







再エネを⽀える産業基盤の整備に当たっての委員・有識者からの主な指摘
（総論）

 海外と競争して勝てるテーマの選別・事後評価が必要。

 技術開発を進めるに当たっては、国の産業政策の視点を強く持って取り組む必要がある。

（１）適切な事業評価が必要

 技術開発は威勢のいいものが上がってくるが、海外と競争して勝てるのかという観点で厳しくテーマを選別すべき。

 多額の予算を投⼊する以上、厳しい事後評価が必要。

（２）国の産業政策の視点を持つべき

 かつて⽇本は世界⼀の太陽光パネル発電国であったが、現在ほとんど中国製に置き換わってしまった。この⼆
の舞を踏むことのないよう、新たな技術開発、知的財産の保護、競争⼒ある国内製造拠点の確⽴など、⼀貫
した産業政策としての取り組みをお願いしたい。
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中間整理（第４次）アクションプラン
 グリーンイノベーション基⾦を活⽤して、「次世代型太陽電池の開発」、「洋上⾵⼒発電の低コスト化」プロ

ジェクトを⽀援することで、再エネの担い⼿の育成やサプライチェーンの構築（洋上産業ビジョンの実現）を進
めていく。

【➡資源エネルギー庁、NEDO（11⽉15⽇まで公募中）】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについては、

青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していくもの、
としている。 103
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⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性

① 地域の理解・信頼を得るための事業規律の適正化
② 適時の価格による事業実施及び系統の有効活⽤を担保する仕組み



 再エネが地域や社会から受容され、持続可能な形で導⼊が拡⼤していくような「再エネ型の地域
社会」を構築するためには、事業の開始から終了まで⼀貫して、適正かつ適切に再エネ発電事業
が実施されることが担保され、地域に根差した⻑期安定的な事業として定着し、地域からの信頼を
確保することが不可⽋。

 そのため、地域に根差した再エネ導⼊の推進に向けて、主に以下の事項について検討を⾏ってきた。

１．地元理解の促進に向けた取組
① 認定前時点での⾃治体への情報提供
② 条例データベースの構築
③ 公表情報の拡充

２．開始から終了まで⼀貫した適正な事業実施の確保
① 柵塀・標識設置に関する取組
② 発電設備の⽴地場所を踏まえた対応
③ 廃棄等費⽤積⽴制度の詳細設計

３．安全の確保
① ⼩出⼒発電設備に対する適切な規律の確保
② ⼟砂の流出及び崩壊の防⽌

再エネと共⽣する地域社会の構築
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Ⅲ①事業規律



 地域と共⽣する再⽣可能エネルギーの導⼊実現のため、事業の開始から終了まで⼀貫して、適正
かつ適切に再エネ発電事業の実施が担保され、地域からの信頼を確保することが不可⽋である。

 そのため、これまでも主に以下のような取組を進めてきたところである。
① 2016年法改正を踏まえ、条例を含む関係法令遵守を認定基準として規定（2017年）
② 事業計画策定ガイドラインにおいて住⺠との適切なコミュニケーションを努⼒義務化（2017年）

③ 地⽅⾃治体の条例等の先進事例を共有する情報連絡会の設置・開催（2018年〜）
④ 廃棄等費⽤の外部積⽴て等を内容とする改正再エネ特措法の成⽴（2020年、2022年施⾏）
⑤ 分割や⾶び地等のFIT制度の趣旨を逸脱した案件に対応するための随時の運⽤⾒直し
 しかし、FIT制度の導⼊を契機として、規模や属性も異なる様々な事業者による参⼊が急速に拡

⼤してきた太陽光発電を中⼼に、安全⾯、防災⾯、景観や環境への影響、将来の廃棄等に対す
る地域の懸念は依然として存在している。

 こうした懸念を払拭し、責任ある⻑期安定的な事業運営が確保される環境を構築することが必
要である。

地域と共⽣する再エネ導⼊に向けたこれまでの取組
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Ⅲ①事業規律















廃棄等費⽤積⽴制度の詳細設計
 2020年10⽉19⽇、第８回廃棄等費⽤確保WGを開催。以下の⽅向で進めることが取りまとまった。
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項⽬ 内容

FIT認定事業の外部積⽴の⽅法 ①認定事業者と買取義務者との間で積⽴⾦と買取費⽤を相殺。
②買取義務者と推進機関との間で積⽴⾦と交付⾦を相殺。

FIP認定事
業等の外
部積⽴て

FIP認
定事業

基本的な
扱い

基準価格の算定の際の想定廃棄等費⽤を交付期間終了前10年間で積⽴て。
その他、積⽴⾦の取戻しや内部積⽴条件等についても、FIT認定事業と同等。

積⽴⾦不
⾜時

供給促進交付⾦の額が解体等積⽴⾦の額に不⾜する場合、当該不⾜額につき、１年分程度
をまとめて認定事業者に通知し、振込等の⽅法により積⽴て。

⼀時調達契約 FIT認定事業における外部積⽴てと同様の⽅法により、FIP認定事業における外部積⽴てと同⽔
準の積⽴て。

積⽴対象（複数太陽光） 複数太陽光発電設備設置事業等も、積⽴制度の対象。
積⽴⾦の
⼀部取戻し

取戻要件 認定上の太陽光パネル出⼒の15％以上かつ50kW以上を廃棄。
取戻可能額 廃棄する太陽光パネルの割合等に応じた下限を設定。

内部積⽴て
の要件

保険・保証 契約の効⼒が切れるまでに契約を更新等をしない場合に保険者・保証⼈が履⾏責任を負うこと、
及び、保険者・保証⼈が⼀定の信⽤格付けを有していること。

上場インフラファンド
投資法⼈

投資法⼈と認定事業者で結ばれた契約上、両者に財務的・組織的⼀体性があることを⽰す条
項が確認でき、投資法⼈が上場要件を満たすこと。

上場要
件

株式 ⾦融商品取引法上の⾦融商品取引所⼜は国際取引所連合加盟の取引所への上場。
債券 債券上場による財務諸表の開⽰義務等に加え、⼀定の信⽤格付けを有していること。

積⽴てに係る情報の開⽰ 他の事項の情報の開⽰とまとめて検討。
積⽴制度の実施時期（※） 2022年７⽉１⽇。 （※）最も早い事業の積⽴開始時期

Ⅲ①事業規律





（現⾏制度・運⽤）
 10kW未満の太陽光設備については、省令に基づき余剰売電のみ認めており、申請に当たっても余剰配線の

み選択できるように設定されている。
 また、50kW未満太陽光の審査補助を⾏っているJPEA代⾏申請センター（JP-AC）においても、10kW未満

は（通常、需要を分割できない）家庭⽤の屋根置きが⼤宗を占めること等から分割審査を⾏っていない。

（現在⽣じている問題）
 太陽光の10-50kWに地域活⽤要件が設けられたこともあり、10kW未満（地上設置）の申請・認定が増

加（前年度⽐約４倍）。他⽅、申請内容や電⼒会社からの相談・通報を踏まえると、地域活⽤要件逃れの
ため、意図して10kW未満に分割して申請している疑いがある。

※ 具体的には、10kW未満（地上設置）で隣接して複数認定を取得するが、需要場所は各設備でコンセントしかないケース。

（対応策）
 分割することによる社会コスト増（不必要な電柱、メーター等の設置）、安全規制逃れ、地域の懸念増

（廃棄費⽤積⽴て・標識設置逃れ）を踏まえ、今後は10kW未満（問題となっている地上設置に限る）に
ついても、10kW以上同様に分割審査を⾏うこととした。

10kW未満太陽光発電設備の分割審査について

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 合計
申請件数 958 686 937 4,048 6,629
認定件数 789 610 824 2,336 4,559
申請件数 151,881 150,488 146,355 135,646 584,370
認定件数 143,499 145,207 142,791 119,112 550,609
申請件数 152,839 151,174 147,292 139,694 590,999
認定件数 144,288 145,817 143,615 121,448 555,168

地上設置

屋根設置

合計

<10kW未満の申請・認定件数（2021年1⽉時点）> <分割案件と判断する事例>
 事業者・地権者が同⼀のケースに加え、他事業者と共同して同事業者の連続

を避けつつ複数の需要場所（複数の発電所）を施設する場合も分割案件と
判断している。

Ⅲ①事業規律
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地域共⽣・事業規律の詳細検討に当たっての委員・有識者からの主な指摘
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（総論）

 再エネ導⼊が進み、事業者も増加する中で、地域社会から受容される形で発展するように、随時適切に対応していく必要が
ある。

 地域との共⽣に関しては適切に対応することが必須。地域共⽣に課題が残る発電設備の適正化に取り組んでおり賛同。

 総論としてはよいが、各論を実⾏に移すことができない事態にならないよう、留意してほしい。

（１）地元理解の促進に向けた取組

 認定前時点での⾃治体への情報提供について、⾃治体への個⼈情報の提供は、個⼈情報保護法第８条の個⼈情報の利
⽤及び提供の制限の例外と認められると解される。ただし、同法の但し書きにあるように、申請者の権利利益を不当に害さな
いように、情報影響の範囲については⼀定の配慮が必要。

 条例と法律の関係を適切に整理するため、地域連絡会等で情報共有と検討がなされることを期待。

（２）適正な事業実施の確保

 ＦＩＴの事業計画認定情報は⾮常に使いづらい。これをしっかり地図上にマッピングしていくことは重要。数が多いのはわかる
が、技術を使って管理をしてほしい。

 マップは稼働済みではなく、認定段階から公開するのが望ましいのではないか。

 関係省庁ともデータ連携して欲しい。



中間整理（第４次）アクションプラン
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 申請時点での情報共有や条例データベースについて⾃治体への周知を進めるとともに、地域連絡会等も活⽤
し使い勝⼿の良い形となるよう随時⾒直しを⾏う。

【➡資源エネルギー庁】
 2022年度からの公表情報の拡充に向け、必要な省令改正等やシステム改修を進める。

【➡資源エネルギー庁】
 標識・柵塀設置義務について、改めて事業者へ注意喚起を実施する（2021年４⽉実施済）。また、全案

件に対し、申請時に柵塀・標識の設置に関する誓約書の提出を必須化（〃）。加えて、外部委託を活⽤し、
引き続き通報のあった案件等について指導等を進める。

【➡資源エネルギー庁】
 認定情報のマップ化について、関係省庁とも連携し、⾃治体向け・⼀般向けの公表情報等の整理を進める。

また、当該マップを活⽤し、発電設備の⽴地場所に応じ、電事法・ＦＩＴ法を的確に執⾏していく。
【➡資源エネルギー庁】

 本⼩委員会にてとりまとめられた詳細設計を踏まえて、2022年度の廃棄等費⽤積⽴制度開始に向け、省
令・告⽰・ガイドラインの改正等の整備を進める。

【➡資源エネルギー庁】
 2022年度以降の、解体等積⽴基準額について調達価格算定委員会で議論を⾏う。

【➡調達価格等算定委員会】
 ⼩出⼒発電設備の事故報告について、事前の周知を⾏い、円滑な施⾏に努める。

【➡経済産業省】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについて

は、青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していく
もの、としている。
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⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性

① 地域の理解・信頼を得るための事業規律の適正化
② 適時の価格による事業実施及び系統の有効活⽤を担保する仕組み



未稼働認定失効制度の基本的考え⽅①
 今般の改正法に盛り込まれた失効制度の⽬的は、FIT制度の趣旨に鑑み、

①適⽤される調達価格の適時性の確保、
②系統の利活⽤のため、適切な新陳代謝が促される仕組み
とすること。

 制度⽬的の達成には、未稼働の状態が⻑期間継続する案件について、事業の実施（運転開
始）が期待される案件とそうではない案件を明確化することが重要。

 このため、運転開始が期待されるかどうかについては、⼀定の期限までに運転開始に向けた⼀定の
進捗があったかどうかで運転開始に⾄る蓋然性を判断する。

 運転開始に⾄っていない全ての認定案件を対象とする。
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 失効期間の設定に当たっては、運転開始期限を過ぎて未稼働の状態が継続する案件について、運開期
限の１年後の時点の進捗状況で適⽤判断することとし、具体的な進捗状況ごとに、以下のような規律
を適⽤する。

① 系統連系⼯事着⼯申込みを⾏っていない案件は、運開期限の１年後の時点で認定を失効する
※１。

② 系統連系⼯事着⼯申込みを⾏った案件は、進捗を評価できる⼀⽅、⼀定期間内に運転開始ま
で⾄る可能性が⾼いと考えられることから、運転開始期限に、猶予期間として、運転開始期間※２

に当たる年数を加えることとし、その到来をもって、認定を失効※３する。

③ ⼤規模案件に係るファイナンスの特性を踏まえた例外的措置として、運転開始に向けた準備が⼗
分に進捗し、確実に事業実施に⾄るものとして、
ー 環境影響評価の準備書に対する経済産業⼤⾂勧告等の通知
ー ⼯事計画届出
という開発⼯事への準備・着⼿が公的⼿続によって確認された⼀定規模以上の案件について
は、運開期限に、猶予期間として、調達期間に当たる年数を加えることとし、失効リスクを取り除
く。

※１ 平成29年4⽉1⽇時点で⼿続中の「電源接続案件募集プロセス」に参加している案件については、運開期限の設定に当たって配慮がなされていること
を踏まえ、失効期限についても同様の措置を配慮する。

※２ 環境影響評価法に基づく環境アセスメントに要する期間への配慮期間分（太陽光︓２年間、⾵⼒︓４年間、地熱︓４年間）は除く。
※３ 送配電事業者による系統連系⼯事の事情により遅れが⽣じた場合には、当該遅れにより失効することがないように配慮する。

失効期間の設定に当たっての考え⽅②
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運開期限のない過去認定案件に係る運開期限の設定に関する考え⽅
（太陽光発電以外）
 ⾵⼒、⽔⼒、地熱、バイオマスの各発電設備について、 2018年度認定案件からは、電源ごとに

⼀律の運開期限が設定されているが、2012年度から2017年度までに認定を受けた案件につい
ては運開期限が付いていない。他⽅、太陽光発電については、これまでの未稼働対策の中で、過
去認定案件も含め、原則すべての案件に運開期限が設定済み。

 現在も、未稼働のままの案件が存在するが、このうち2017年度以前に認定を取得した案件
（太陽光を除く）は、運開期限が設定されないまま未稼働の状態が継続している。

 運開期限が設定されていない案件については、2018年度以降の運開期限が設定された案件より
も早く運開に⾄ることを期待して、当時運開期限を設けなかったものであり、2018年度認定案件
が運開期限を迎えてもなお、運開期限のないまま未稼働が継続することは、事業者間の公平性
を損なうものと考えられる。また、失効制度においても、運開期限による規律を前提に例外的措置
を検討していることから、運開期限のない案件を同様に扱うことは適当ではない。

 そのため、①価格の適時性、②事業者間の公平性の観点から、2012年度から2017年度までの
認定案件に対して、事業者の予⾒可能性を確保する観点も考慮し、今回の措置が決定した⽇
（2020年12⽉1⽇）を起算点として、運開期限を⼀律に設定。

 その上で、運開期限による規律が措置されることを前提に、他の案件と同様の考え⽅で失効制度を
適⽤する。
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2016年度認定の太陽光未稼働案件への対応

FIT認定出⼒ （提出期限）※2 系統連系⼯事着⼯申込み
の受領期限 運開期限※3

2MW未満 （2021/1/29）
2021/3/31 2022/3/31

2MW以上 （2021/2/26）

※3）着⼯申込みの受領が期限に間に合わなかった場合の運開期限は、最初の着⼯申込みの受領⽇から1年間
※2）2MW未満は件数が多く受領のための事務処理に時間を要することから、２ヶ⽉間程度の期間を確保できるよう実務上の提出期限を設定
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 本委員会の第２次中間整理（2019年1⽉28⽇）において、2012〜14年度にFIT認定を受けたもののうち、運開
期限が設定されていない案件を対象に、
 原則として2019年3⽉31⽇までに運開準備段階に⼊ったものは従来の調達価格を維持し、間に合わな

かったものは運開準備段階に⼊った時点の2年前の調達価格を適⽤する
 新たに運開期限を設定し、早期の運転開始を担保する
 2015・2016年度にFIT認定を受けたもののうち、運開期限が設定されていない案件についても、毎年4⽉

1⽇を施⾏⽇として対象年度を拡⼤することを基本とする
ことを取りまとめ、これまで2012〜2015年度認定案件へ対応してきた。

 残る2016年度認定についても、以下の期限までに運開準備段階に⼊った（送配電事業者によって系統連系
⼯事着⼯申込みが不備なく受領された※1）ものは、従来の調達価格を維持し、間に合わなかったものは、運開
準備段階に⼊った時点の２年前の調達価格（例︓2021年度受領 ⇒ 2019年度14円/kWh）を適⽤する。

※1）系統連系⼯事着⼯申込みに当たっては、林地開発の許可等の主要な許認可の取得や、環境影響評価法⼜は条例に基づく環境影響評価
における評価書の公告・縦覧の終了を要件とする。

 また、新たに運開期限（原則１年間）を設定し、早期の運転開始を担保し、着⼯申込み前であれば、調達価
格を維持したまま太陽光パネルを変更できるとして、⼀連の未稼働対応を終了。
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（参考）過去の未稼働太陽光案件（事業⽤）に対する対応の成果
 2018年12⽉の未稼働案件に対する措置により、所定の期限までに着⼯申込みが完了した案件

を除き、運転開始時点の適正な価格（着⼯申込みが完了した時点の2年前の調達価格）を
適⽤する措置を講じた。また、「着⼯申込みの完了から１年」の運開期限を設定し、超過分は調
達期間（20年間）を短縮することとした。

 この措置により、未だ運転開始に⾄っていないもののうち、
－180万kWは、適⽤される調達価格が引き下げ
－339万kWは、運転開始期限が設定され、超過分の調達期間が短縮している。

（万kW） 既稼働 未稼働 合計2018年12⽉時
点で運開期限あり

2018年12⽉時点で運開期限なし

適⽤除外 認定時の調達価格維
持＋運開期限設定

認定時の調達価
格維持できず

2012年度 1,296 174 44 24 92 14 1,470
2013年度 1,854 562 265 42 182 72 2,416
2014年度 730 283 172 13 51 47 1,013
2015年度 239 96 38 － 13 44 335
2016年度 333 144 141 － 0.02 3 478
合計 4,452 1,259 661 80 339 180 5,712
（注）2021年10⽉15⽇時点、四捨五⼊により計算の合計が合わない場合がある

＜事業⽤太陽光発電の状況＞
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失効制度の詳細設計等にあたっての委員等からの主な指摘
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（１）認定失効制度

 再エネ普及拡⼤のために、国⺠が賦課⾦を負担していることを踏まえ、対応を進めてほしい。

 ファイナンスが再開されない状況が続いているため、早期に明⽂化を進めるべき。また、未稼働の実態については適宜報告して
ほしい。

 ⾃然災害の場合、事業者の責によらない遅延についても配慮してほしい。

 リードタイムの⻑い電源については、法施⾏時点までに運開期限が到来していない事業計画が多いと思われ、⼗分な配慮が
必要。

 既認定の２ＭＷ以上太陽光案件の取扱いについて、ファイナンスへの配慮、予⾒性確保の必要性は必要であるが、失効ま
での期間が⻑すぎると、早期運転開始に向けたインセンティブがなくなってしまうのではないか。

 運転開始に向けた進捗確認について、シンプルな制度設計が望ましく、特例制度は少ないほうが良い。今後の実態を踏まえて、
ファイナンスがつくようになれば、特例制度を無くしていくべき。

（２）運転開始期限がついていない過去認定案件に対する運転開始期限の設定

 運転開始期限のない過去認定案件について、きちんと対応している事業者との関係で、実際に過度な混乱や負荷がかからな
いよう、実態の確認をお願いしたい。

（３）2016年度認定の太陽光未稼働案件への対応

 調達価格の適切性及び系統の適切利⽤、事業者の予測可能性に配慮してバランス良く統⼀的に定められており評価する。
また、過去との戦いに⼀定の終⽌符が打たれようとしている。



中間整理（第４次）アクションプラン
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 本⼩委員会にてとりまとめられた失効制度に係る詳細設計を踏まえて、関係省令／告
⽰の整備を実施。
【➡資源エネルギー庁】

 同制度の2022年4⽉の施⾏に向けて、詳細な運⽤の整備や認定事業者等への周知
を⾏い、円滑な制度開始を⽬指す。
【➡資源エネルギー庁（2021年度中）】

 未稼働案件の状況（特に、2018年措置を受けた事業⽤太陽光発電の状況）につ
いて、フォローアップを⾏うとともに、改正法施⾏１年後に発⽣する失効案件を適切に運
⽤する。
【➡資源エネルギー庁】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについては、

青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していくもの、
としている。
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⽬次

Ⅳ.再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備

Ⅱ.競争⼒ある再エネ産業への進化

Ⅲ.再エネと共⽣する地域社会の構築

Ⅰ.第６次エネルギー基本計画における
再エネ政策の⽅向性



 再エネの最⼤限の導⼊のため、全国の送電ネットワークを、再エネ電源の⼤量導⼊等に対応しつつ、
レジリエンスを抜本的に強化した次世代型ネットワークに転換していくことが重要。

 ⼀⽅、送電線の増強には⼀定の時間を要することから、早期の再エネ導⼊を進めるため、系統利
⽤ルールの⾒直しも重要。

 そのため、再エネの最⼤限の導⼊に向けた系統制約の緩和への対応として、主に以下の事項につい
て検討を⾏ってきた。

１．将来の電源ポテンシャルを踏まえたプッシュ型の系統形成
① 系統整備のマスタープランに基づく設備増強と費⽤負担の在り⽅
② ローカル系統における増強規律・費⽤負担

２．再エネ主⼒電源化に向けた基幹送電線利⽤ルールの⾒直し
① 基幹系統やローカル系統等におけるノンファーム型接続の適⽤
② 系統情報の公開・開⽰の⾼度化

３．再⽣可能エネルギー出⼒制御の⾼度化に向けた対応
① 出⼒制御の低減に向けた対策

再エネを⽀えるNW等の社会インフラの整備
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 再エネ導⼊拡⼤の鍵となる送電線の増強には⼀定の時間を要することから、早期の再エネ導⼊を進
める⽅策の１つとして、2021年1⽉より全国の空き容量の無い基幹系統において、送電線混雑
時の出⼒制御を条件に新規接続を許容する「ノンファーム型接続」の受付を開始した。

 今後、再エネ主⼒電源化に向けて、基幹系統より下位のローカル系統などについても、ノンファーム型
接続の適⽤の仕⽅について検討を進めていく必要がある。

 ローカル系統への適⽤については、先⾏して⼀部で試⾏的に取り組んでいるが、今後、2022年度末
頃を⽬途にノンファーム型接続の受付を順次開始することを⽬指して検討を進めている。

 また、配電系統への適⽤については、当⾯、2020年度から⾏っている、分散型エネルギーリソース
（DER）を活⽤したNEDOプロジェクトを進め、その結果を踏まえつつ、配電系統（⾼圧以下）へ
の適⽤範囲の拡⼤を検討していく。

ノンファーム型接続の適⽤拡⼤の⽅向性
総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第45回会
合）(2021年7⽉13⽇資料3)⼀部編集
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 送電線の容量制約により、接続されているすべての電源の発電量を流せない場合、現⾏のルールは、
後から接続したものを先に制御することとなっている（先着優先ルール）。

 他⽅、先着優先ルールの下では、ノンファーム型接続をした再エネより、従前から接続されている⽯炭
⽕⼒等が優先されるため、送電線混雑時に、CO2排出や燃料費の無い再エネが、⽯炭⽕⼒等よ
り優先されるように、系統利⽤ルールの⾒直しを進める。

 市場を活⽤する新たな仕組みへの将来的な移⾏を⾒据えながら、当⾯は、S＋3Eの観点から、
CO2対策費⽤、起動費、系統安定化費⽤といったコストや、運⽤の容易さを踏まえ、送配電事
業者の指令により電源の出⼒を制御する再給電⽅式を2022年中に開始予定。

送電線混雑時の出⼒制御と先着優先ルールの⾒直し

総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第45回会
合）(2021年7⽉13⽇資料3)⼀部編集
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 2018年に九州エリア内で初めて出⼒制御が⾏われたところ、再エネの出⼒制御の低減に
向けては、様々な対策を講じてきた。

 具体的には、①出⼒制御の効率化の観点から、 太陽光や⾵⼒の出⼒制御量を抑制す
るため、前⽇段階で出⼒制御の実施を判断しなければならないオフライン電源について、
需給予測の精度が⾼まる当⽇段階で効率的に出⼒制御が⾏えるよう、オンライン化を
促進してきた。

 加えて、残りのオフライン電源についても、代わりにオンライン電源を出⼒制御した上で、当
該オンライン電源に対して経済的補償を⾏う仕組み（オンライン代理制御）を2022年
から導⼊することとしている※。

 ②供給側の対策としては、再エネ以外の電源を最⼤限抑制するべく、⽕⼒の最低出⼒
の引下げに取り組んできており、系統連系技術要件を改正し、 2020年４⽉から、新規
に接続する⽕⼒電源については、最低出⼒を50％以下とすることを求めている。

 ③需要側の対策としては、蓄電池やディマンドレスポンスの実証や市場・制度整備
 ④系統対策としては、地域間連系線の空き容量枠の拡⼤や、連系線の増強等が⾏わ

れている。

出⼒制御の低減に向けた取組

141

Ⅳ 次世代NW

※オンライン代理制御の実施のため、特定契約の内容を変更する必要がある。各社契約要綱を介さない契約については、個々に契約内容を当事者が確認
する必要があるが、オンライン代理制御は出⼒制御全体の低減に資するものであり、FIT制度上何らの不利益変更を⾏うものではないうえ、FIT法において各
発電者事業者は出⼒制御に協⼒することが遵守事項に定められていることから、契約内容の⾒直しを受け⼊れ、遵守することが当然に想定される。これに違
反した場合には、要綱を介した契約同様、FIT法第15条第2号に規定する認定取消事由に該当すると考えられるため、⾏政⼿続法に基づく適切な⼿続き
を経た上で、認定取消を⾏う対応が考えうる。
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（１）主⼒電源化に向けた基幹送電線利⽤ルールの⾒直し

 ローカル系統のノンファーム型接続について、多くの課題がある。特に、情報の公開・開⽰の観点は、ただ開⽰すれば良いということ
ではなく、何を開⽰すれば効率よく社会全体が対応できるか、実際に可能な範囲はどこか、時間をかけてよく検討してほしい。

 基幹送電線の利⽤ルールについて、再エネ優先の運⽤を⾏った場合でも、従来型の⽕⼒が不要になるわけではない。再エネの導
⼊のために、調整電源の維持や更新を担保される制度を検討する必要がある。同時に、⾃然災害の多い⽇本において、レジリエ
ンスの観点からも、⼗分に検討してほしい。

 ローカル系統の増強規律は何らかの統⼀的なやり⽅があることは社会的な便益を合理的に⾒積もって、費⽤便益を⾒ないといけ
ないので重要。⼀⽅で、⾃治体の意向などによって、創意⼯夫をすることも必要。このルールにさえ従っていればよいという⾵にはな
らないようにしてほしい。

（２）将来の電源ポテンシャルを踏まえたプッシュ型の系統形成

 マスタープランについて、需要側を考慮したシミュレーション分析を進めていただきたい。また、複数のシナリオで、どういう展開が想定
されても便益の⼤きい系統の増強については、迅速な増強の判断と増強の加速、実施をお願いしたい。

 ローカル系統の増強規律について、案件が⾮常に多いため、⼀般負担をスタンダードにすると、送配電会社にとって、社会合理的
な送配電網の形成を追求するインセンティブがなくなってしまうことが懸念される。社会コストミニマムのインセンティブがないのではな
いかという恐れの下で、どうしたら社会合理的な意思決定ができるかという仕組みを検討いただきたい。

（３）再エネ出⼒制御の⾼度化に向けた対応

 ⽕⼒の最低出⼒引き下げの検討は引き続き取り組まれるべき。前提として、出⼒制御時に、具体的にどのような⽕⼒がどの程度
運転されているのかが明らかにされた上で、具体的に検討されることが肝要。出⼒制御の検証に当たっては、発電所ごとのデータ
を公開すべき。

 出⼒制御の低減策について、九州電⼒エリアにおける対策を踏まえ、追加的な対策は何が可能か、また、九州電⼒のエリアで努
⼒をされているものを、しっかり他のエリアにおいても同様に進めていただきたい。
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 系統整備に係るマスタープランについて、エネルギー基本計画等を踏まえて策定する。
【➡電⼒広域的運営推進機関・資源エネルギー庁（2022年度中）】

 北海道等の再エネ適地から⼤消費地への送電を可能とする⻑距離海底直流送電システム（HVDC）につ
いて、技術的課題やコストを含め、導⼊に向けた具体的検討を進める。

【➡電⼒広域的運営推進機関・資源エネルギー庁】
 ローカル系統における増強規律に係る費⽤負担ガイドラインの改定を⾏う。

【➡電⼒広域的運営推進機関・資源エネルギー庁（2021年中）】
 ノンファーム型接続について、既に基幹系統での受付を開始したところ、ローカル系統においても2022年度末

頃を⽬途に受付開始すべく検討する。
【➡資源エネルギー庁（2022年度末）】

 配電系統へのノンファーム適⽤拡⼤について、当⾯、分散型エネルギーリソースを活⽤したNEDOプロジェクトに
おいて必要となる要素技術等の開発・検証を進め、その結果を踏まえて、適⽤拡⼤を検討していく。

【➡NEDO・資源エネルギー庁】
 基幹送電線利⽤ルールの⾒直しについて、市場を活⽤する新たな仕組みへの将来的な移⾏を⾒据えながら、

当⾯は、S＋3Eの観点から、CO2対策費⽤、起動費、系統安定化費⽤といったコストや、運⽤の容易さを踏
まえ、送配電事業者の指令により電源の出⼒を制御する再給電⽅式を2022年中に開始予定。

【➡電⼒広域的運営推進機関・資源エネルギー庁（2022年中）】
 出⼒制御の低減に向けた対策について、基本的⽅向性を取りまとめる。（系統情報の公開・開⽰の推進や、

オンライン代理制御の導⼊、⽕⼒の最低出⼒の引下げ、蓄電池やヒートポンプなどのディマンドレスポンスの実
証や市場・制度整備、⾦銭的精算の在り⽅等）

【➡資源エネルギー庁（2021年中）】

※本小委員会で整理された事項を枠内に「中間整理（第 4次）アクションプラン」として記載し、それぞれ検討・実施主体を明記している。色分けについては、

青：既に実施済み・継続実施中のもの、緑：具体的なスケジュールが決まっているもの、赤：基本的な考え方が整理されており今後詳細を議論していくもの、
としている。
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開催実績①
第18回(第6回主⼒電源化制度改⾰⼩委 合同会議)
（2020 年 7 ⽉ 22 ⽇）
○「再エネ型経済社会」の創造に向けて

第19回(第7回主⼒電源化制度改⾰⼩委 合同会議) 
（2020 年 8 ⽉ 31 ⽇）
○FIP 制度の詳細設計とアグリゲーションビジネスの更なる活性化
○電⼒ネットワークの次世代化
○⻑期未稼働案件に係る対応について

第20回(第8回主⼒電源化制度改⾰⼩委 合同会議) 
（2020年 10 ⽉ 9 ⽇）
○FIP 制度の詳細設計
○電⼒ネットワークの次世代化

第21回(第9回主⼒電源化制度改⾰⼩委 合同会議) 
（2020年 10 ⽉ 26 ⽇）
○地域に根差した再エネ導⼊の促進
○回避可能費⽤に係る激変緩和措置の取扱い
○電⼒ネットワークの次世代化

第22回(第10回主⼒電源化制度改⾰⼩委 合同会議) 
（2020 年 12 ⽉ 7 ⽇）
○電⼒ネットワークの次世代化
○FIP 制度の詳細設計
○再エネ予測誤差に対応するための調整⼒確保費⽤

第23回(第11回主⼒電源化制度改⾰⼩委 合同会議) 
（2021 年 1 ⽉ 13 ⽇）
○FIP 制度の詳細設計とアグリゲーションビジネスの更なる活性化
○電⼒ネットワークの次世代化

第24回(第12回主⼒電源化制度改⾰⼩委 合同会議) 
（2021 年 2 ⽉ 16 ⽇）
○市場⾼騰を踏まえた FIT 制度上の制度的対応
○分散型リソースの導⼊加速化に向けて
○電⼒ネットワークの次世代化
○エネルギー供給強靱化法に盛り込まれた再エネ特措法改正法

に係る詳細設計（案）

第25回（2021 年 3 ⽉ 1 ⽇）
○今後の再⽣可能エネルギー政策について
○FIT 認定審査に関する報告（報告事項）

第26回（2021年 3 ⽉ 8 ⽇）
○関係団体へのヒアリング

第27回（2021年 3 ⽉ 12 ⽇）
○今後の再⽣可能エネルギー政策に関するヒアリング
○電⼒ネットワークの次世代化
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開催実績②
第28回（2021 年 3 ⽉ 15 ⽇）
○今後の再⽣可能エネルギー政策に関するヒアリング

第29回（2021 年 3 ⽉ 16 ⽇）
○今後の再⽣可能エネルギー政策に関するヒアリング

第30回（2021 年 3 ⽉ 22 ⽇）
○今後の再⽣可能エネルギー政策に関するヒアリング
○需要家による再エネ活⽤推進のための環境整備について 等

第31回（2021 年 4 ⽉ 7 ⽇）
○今後の再⽣可能エネルギー政策に関するヒアリング
○今後の再⽣可能エネルギー政策について

第32回（2021 年 5 ⽉ 12 ⽇）
○発電側課⾦について
○電⼒ネットワークの次世代化

第33回（2021年 6 ⽉ 3 ⽇）
○ＦＩＴ⾮化⽯証書のトラッキング化について
○電⼒ネットワークの次世代化

第34回（2021年 7 ⽉ 6 ⽇）
○今後の再⽣可能エネルギー政策に関するヒアリング

第35回(第13回主⼒電源化制度改⾰⼩委 合同会議) 
（2021 年 9 ⽉ 7 ⽇）
○再⽣可能エネルギー政策の直近の動向
○電⼒ネットワークの次世代化
○市場価格⾼騰を踏まえた対応（FIP 制度の詳細設計等）

第36回(第14回主⼒電源化制度改⾰⼩委 合同会議)
（2021 年 １０ ⽉ ２０ ⽇）
○中間整理（第4次）（案）ついて


